
昭
和
六
十
三
年
労
働
省
令
第
三
十
五
号

港
湾
労
働
法
施
行
規
則

港
湾
労
働
法
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
四
十
号
）
及
び
港
湾
労
働
法
施
行
令
（
昭
和
六
十
三
年
政
令
第
三
百
三
十
五
号
）
附
則
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
を
次
の

よ
う
に
定
め
る
。

目
次第

一
章
　
港
湾
労
働
者
の
雇
用
の
改
善
、
能
力
の
開
発
及
び
向
上
等
（
第
一
条―

第
十
条
）

第
二
章
　
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
（
第
十
一
条―

第
二
十
三
条
）

第
三
章
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
（
第
二
十
四
条―

第
四
十
四
条
）

第
四
章
　
雑
則
（
第
四
十
五
条
）

附
則

第
一
章
　
港
湾
労
働
者
の
雇
用
の
改
善
、
能
力
の
開
発
及
び
向
上
等

（
雇
用
管
理
者
の
選
任
）

第
一
条
　
港
湾
労
働
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
六
条
第
一
項
の
雇
用
管
理
者
の
選
任
は
、
港
湾
運
送
の
業
務
を
行
う
事
業
所
ご
と
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
法
第
六
条
第
一
項
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
）

第
二
条
　
法
第
六
条
第
一
項
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
港
湾
労
働
者
の
雇
用
の
安
定
そ
の
他
の
港
湾
労
働
者
の
福
祉
の
増
進
を
図
る
た
め
に
事
業
主
が
行
う
労
働
時
間
等
の
労
働
環
境
の
改
善
に
関
す
る
こ
と
。

二
　
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
勧
告
を
受
け
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
勧
告
に
係
る
公
共
職
業
安
定
所
と
の
連
絡
に
関
す
る
こ
と
又
は
同
条
第
二
項
の
雇
用
管
理
に
関
す
る
計
画
の
作
成
及
び
当
該
計
画
の
円
滑
な
実
施
に

関
す
る
こ
と
。

（
港
湾
労
働
者
雇
用
届
）

第
三
条
　
法
第
九
条
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
届
出
に
係
る
労
働
者
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
生
年
月
日
、
性
別
及
び
住
所

ロ
　
雇
入
年
月
日
及
び
雇
用
期
間

ハ
　
主
と
し
て
従
事
す
る
業
務

ニ
　
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
派
遣
労
働
者
（
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
八
十
八
号
。
以
下
「
労
働
者
派
遣
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
二
号
に

規
定
す
る
派
遣
労
働
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨

ホ
　
雇
用
保
険
及
び
健
康
保
険
そ
の
他
の
社
会
保
険
の
適
用
の
状
況

二
　
届
出
に
係
る
労
働
者
を
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
さ
せ
る
事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

三
　
届
出
に
係
る
労
働
者
が
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
す
る
港
湾

２
　
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
港
湾
労
働
者
雇
用
届
（
様
式
第
一
号
）
を
届
出
に
係
る
労
働
者
を
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
さ
せ
る
事
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
共
職
業
安
定
所
で
あ
つ
て
厚
生
労
働
省
組
織
規

則
（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
一
号
）
第
七
百
九
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
港
湾
労
働
者
証
に
関
す
る
事
務
を
取
り
扱
う
公
共
職
業
安
定
所
（
当
該
事
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
共
職
業
安
定
所
が
同
項
の
規
定
に
よ
り
港
湾

労
働
者
証
に
関
す
る
事
務
を
取
り
扱
う
公
共
職
業
安
定
所
で
な
い
と
き
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
事
務
を
取
り
扱
う
公
共
職
業
安
定
所
の
う
ち
、
当
該
事
業
所
に
お
い
て
常
時
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
さ
せ
る
す
べ
て
の
常
用

労
働
者
（
法
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
日
雇
労
働
者
（
第
八
条
及
び
第
九
条
に
お
い
て
「
日
雇
労
働
者
」
と
い
う
。
）
以
外
の
労
働
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
係
る
当
該
事
務
を
取
り
扱
う
公
共
職
業
安
定
所
と
し
て
事
業
主
が

選
択
す
る
公
共
職
業
安
定
所
）
の
長
で
あ
る
公
共
職
業
安
定
所
長
（
以
下
「
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
」
と
い
う
。
）
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
常
時
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
さ
せ
る
常
用
労
働
者
に
係
る
港
湾
労
働
者
雇
用
届
に
は
、
当
該
常
用
労
働
者
の
写
真
一
枚
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
港
湾
労
働
者
雇
用
届
の
提
出
を
受
け
た
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
届
出
に
係
る
労
働
者
が
当
該
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
る
常
用
労
働
者
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
に
足
り
る
書
類
の
提
出
又
は

提
示
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
等
）

第
四
条
　
法
第
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
は
、
当
該
港
湾
労
働
者
証
に
係
る
労
働
者
を
雇
用
す
る
事
業
主
を
通
じ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
港
湾
労
働
者
証
は
、
様
式
第
二
号
に
よ
る
。

（
常
用
労
働
者
の
氏
名
の
変
更
の
届
出
等
）

第
五
条
　
事
業
主
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
速
や
か
に
、
文
書
で
、
そ
の
旨
を
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
の
氏
名
に
変
更
が
あ
つ
た
と
き
。

二
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
を
他
の
事
業
所
に
転
勤
さ
せ
た
と
き
（
第
七
条
第
一
項
第
三
号
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。
）
。

三
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
を
新
た
に
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
係
る
労
働
者
派
遣
（
労
働
者
派
遣
法
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
労
働
者
派
遣
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
対
象
と
し
た
と
き
又
は
港
湾
労
働

者
派
遣
事
業
に
係
る
労
働
者
派
遣
の
対
象
か
ら
除
外
し
た
と
き
。

四
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
が
主
と
し
て
従
事
す
る
業
務
に
変
更
が
あ
つ
た
と
き
。

1



五
　
法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
資
格
を
有
す
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
派
遣
労
働
者
で
あ
つ
て
派
遣
事
業
対
象
業
務
（
労
働
者
派
遣
に
よ
り
当
該
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
派
遣
労
働
者
に
従
事
さ
せ
る

港
湾
運
送
の
業
務
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
同
項
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間
以
上
従
事
し
た
経
験
を
有
し
な
い
も
の
が
、
当
該
業
務
に
当
該
期
間
以
上
従
事
す
る
に
至
つ
た
と
き
。

六
　
事
業
所
の
名
称
又
は
所
在
地
に
変
更
が
あ
つ
た
と
き
。

２
　
事
業
主
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
す
る
と
き
は
、
併
せ
て
、
届
出
に
係
る
常
用
労
働
者
（
同
項
第
六
号
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
届
出
を
す
る
と
き
は
、
届
出
に
係
る
事
業
所
に
お
い
て
常
時
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
さ

せ
る
す
べ
て
の
常
用
労
働
者
）
の
港
湾
労
働
者
証
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
は
、
そ
の
氏
名
を
変
更
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
を
事
業
主
に
申
し
出
る
と
と
も
に
、
港
湾
労
働
者
証
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
は
、
事
業
主
か
ら
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
港
湾
労
働
者
証
を
提
出
す
る
た
め
に
そ
の
所
持
す
る
港
湾
労
働
者
証
の
提
出
を
求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
こ
れ

を
事
業
主
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
港
湾
労
働
者
証
の
提
出
を
受
け
た
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
は
、
当
該
港
湾
労
働
者
証
に
必
要
な
改
訂
を
し
た
う
え
、
事
業
主
に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
港
湾
労
働
者
証
の
返
還
を
受
け
た
事
業
主
は
、
速
や
か
に
、
当
該
港
湾
労
働
者
証
を
当
該
常
用
労
働
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
港
湾
労
働
者
証
の
再
交
付
等
）

第
六
条
　
事
業
主
は
、
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
が
港
湾
労
働
者
証
を
亡
失
し
、
若
し
く
は
港
湾
労
働
者
証
が
滅
失
し
た
と
き
、
又
は
港
湾
労
働
者
証
の
写
真
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
認
め
難
く
な
つ
た
と
き
は
、

港
湾
労
働
者
証
再
交
付
等
申
請
書
（
様
式
第
三
号
）
を
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
、
港
湾
労
働
者
証
の
再
交
付
又
は
写
真
の
は
り
換
え
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
事
業
主
が
そ
の
雇
用
す
る
常
用

労
働
者
に
係
る
港
湾
労
働
者
証
を
亡
失
し
、
又
は
港
湾
労
働
者
証
が
滅
失
し
た
と
き
も
同
様
と
す
る
。

２
　
港
湾
労
働
者
証
再
交
付
等
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
当
該
港
湾
労
働
者
証
に
係
る
常
用
労
働
者
の
写
真
一
枚

二
　
港
湾
労
働
者
証
の
写
真
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
認
め
難
く
な
つ
た
こ
と
に
よ
り
港
湾
労
働
者
証
の
写
真
の
は
り
換
え
を
申
請
す
る
と
き
は
、
当
該
港
湾
労
働
者
証

３
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
は
、
港
湾
労
働
者
証
を
亡
失
し
、
若
し
く
は
港
湾
労
働
者
証
が
滅
失
し
た
と
き
、
又
は
そ
の
写
真
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
認
め
難
く
な
つ
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
事
業
主
に
申
し
出

る
と
と
も
に
、
そ
の
写
真
の
は
り
換
え
を
必
要
と
す
る
港
湾
労
働
者
証
を
事
業
主
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
事
業
主
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
基
づ
き
港
湾
労
働
者
証
の
再
交
付
又
は
写
真
の
は
り
換
え
を
受
け
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
港
湾
労
働
者
証
を
当
該
常
用
労
働
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
港
湾
労
働
者
証
が
亡
失
し
た
こ
と
に
よ
り
そ
の
再
交
付
を
受
け
た
者
が
亡
失
し
た
港
湾
労
働
者
証
を
発
見
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
港
湾
労
働
者
証
を
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
港
湾
労
働
者
証
の
返
納
）

第
七
条
　
事
業
主
は
、
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
港
湾
労
働
者
証
を
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
死
亡
し
た
と
き
。

二
　
退
職
し
た
と
き
。

三
　
前
二
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
常
時
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
す
る
常
用
労
働
者
で
な
く
な
つ
た
と
き
。

２
　
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
常
用
労
働
者
は
、
前
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
該
当
す
る
と
き
は
、
速
や
か
に
、
港
湾
労
働
者
証
を
事
業
主
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
死
亡
し
た
常
用
労
働
者
の
親
族
又
は
同
居
の
縁
故

者
で
そ
の
者
の
港
湾
労
働
者
証
を
所
持
す
る
も
の
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

（
公
共
職
業
安
定
所
の
紹
介
に
よ
ら
な
い
日
雇
労
働
者
の
雇
用
）

第
八
条
　
法
第
十
条
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
理
由
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
公
共
職
業
安
定
所
に
日
雇
労
働
者
に
係
る
求
人
の
申
込
み
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
適
格
な
求
職
者
が
い
な
い
た
め
に
そ
の
紹
介
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
。

二
　
公
共
職
業
安
定
所
に
日
雇
労
働
者
に
係
る
求
人
の
申
込
み
を
し
、
公
共
職
業
安
定
所
か
ら
日
雇
労
働
者
の
紹
介
を
受
け
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
日
雇
労
働
者
が
正
当
な
理
由
が
な
く
港
湾
運
送
の
業
務
に
就
く
こ
と
を
拒
み
、

又
は
当
該
事
業
主
が
正
当
な
理
由
に
よ
り
当
該
日
雇
労
働
者
の
雇
入
れ
を
拒
ん
だ
場
合
に
お
い
て
、
当
該
日
雇
労
働
者
に
代
わ
る
日
雇
労
働
者
の
紹
介
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
。

三
　
天
災
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
緊
急
に
港
湾
運
送
の
業
務
を
行
う
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
公
共
職
業
安
定
所
に
日
雇
労
働
者
に
係
る
求
人
の
申
込
み
を
行
う
い
と
ま
が
な
い
こ
と
。

四
　
天
災
そ
の
他
避
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
事
故
に
よ
り
、
公
共
職
業
安
定
所
に
求
人
の
申
込
み
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
。

五
　
職
業
安
定
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
り
、
公
共
職
業
安
定
所
か
ら
日
雇
労
働
者
の
紹
介
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
。

六
　
前
各
号
に
掲
げ
る
理
由
に
準
ず
る
理
由
で
あ
つ
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の

第
九
条
　
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
届
出
に
係
る
日
雇
労
働
者
を
港
湾
運
送
の
業
務
に
従
事
さ
せ
る
前
に
、
日
雇
労
働
者
雇
用
届
（
様
式
第
四
号
）
を
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
主
の
報
告
）

第
十
条
　
法
第
十
一
条
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
港
湾
労
働
者
の
数

二
　
港
湾
労
働
者
の
雇
入
れ
、
離
職
及
び
配
置
の
転
換
の
状
況

三
　
新
た
に
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
係
る
労
働
者
派
遣
の
対
象
と
し
た
港
湾
労
働
者
の
数
及
び
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
係
る
労
働
者
派
遣
の
対
象
か
ら
除
外
し
た
港
湾
労
働
者
の
数

四
　
港
湾
労
働
者
の
港
湾
運
送
の
業
務
へ
の
就
労
の
状
況

五
　
港
湾
労
働
者
に
対
す
る
教
育
訓
練
の
実
施
状
況

２
　
事
業
主
は
、
港
湾
運
送
の
業
務
を
行
う
事
業
所
ご
と
に
、
毎
月
に
お
け
る
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
、
様
式
第
五
号
に
よ
り
、
翌
月
十
五
日
ま
で
に
、
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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第
二
章
　
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業

（
許
可
の
申
請
手
続
）

第
十
一
条
　
法
第
十
二
条
第
二
項
の
申
請
書
は
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
許
可
申
請
書
（
様
式
第
六
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
法
第
十
二
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款

ロ
　
登
記
事
項
証
明
書

ハ
　
役
員
の
住
民
票
の
写
し
（
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
三
百
十
九
号
）
第
十
九
条
の
三
に
規
定
す
る
中
長
期
在
留
者
に
あ
つ
て
は
住
民
票
の
写
し
（
国
籍
等
（
住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二

年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
三
十
条
の
四
十
五
に
規
定
す
る
国
籍
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
在
留
資
格
（
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
在
留
資
格
を
い
う
。
）
を
記
載

し
た
も
の
に
限
る
。
）
と
し
、
日
本
国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特
例
法
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
一
号
）
に
定
め
る
特
別
永
住
者
に
あ
つ
て
は
住
民
票
の
写
し
（
国
籍

等
及
び
同
法
に
定
め
る
特
別
永
住
者
で
あ
る
旨
を
記
載
し
た
も
の
に
限
る
。
）
と
し
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
十
九
条
の
三
第
一
号
に
掲
げ
る
者
に
あ
つ
て
は
旅
券
そ
の
他
の
身
分
を
証
す
る
書
類
の
写
し
と
す
る
。
以

下
同
じ
。
）
及
び
履
歴
書

ニ
　
役
員
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
役
員
が
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

ホ
　
役
員
が
未
成
年
者
で
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

（１）
　
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
が
個
人
で
あ
る
場
合
　
当
該
法
定
代
理
人
の
住
民
票
の
写
し
及
び
履
歴
書
並
び
に
当
該
法
定
代
理
人
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
法
定
代
理
人
が
精
神
の
機
能
の
障

害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

（２）
　
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
　
当
該
法
定
代
理
人
に
係
る
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
（
法
定
代
理
人
の
役
員
が
未
成
年
者
で
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
場
合
に

あ
つ
て
は
、
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
（
法
人
に
限
る
。
）
に
係
る
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
又
は
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
（
個
人
に
限
る
。
以
下
こ
の
（
２
）
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
住
民
票
の
写
し
及
び
履
歴
書
並

び
に
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
が
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る

者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
を
含
む
。
）

ヘ
　
個
人
情
報
の
適
正
管
理
及
び
秘
密
の
保
持
に
関
す
る
規
程
（
以
下
「
個
人
情
報
適
正
管
理
規
程
」
と
い
う
。
）

ト
　
港
湾
運
送
事
業
（
港
湾
運
送
の
業
務
を
行
う
事
業
を
い
い
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
許
可
申
請
書
又
は
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
派
遣
事
業
対
象
業
務
変
更
許
可
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
派
遣
事
業
対
象
業
務
と
同
一
の

種
類
の
港
湾
運
送
の
業
務
を
行
う
も
の
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可
の
申
請
の
日
の
属
す
る
月
の
前
月
末
を
末
日
と
す
る
一
年
間
の
実
績
報
告
書

チ
　

近
の
事
業
年
度
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書

リ
　
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
関
す
る
資
産
の
内
容
及
び
そ
の
権
利
関
係
を
証
す
る
書
類

ヌ
　
選
任
す
る
派
遣
元
責
任
者
（
法
第
二
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
労
働
者
派
遣
法
第
三
十
六
条
に
規
定
す
る
派
遣
元
責
任
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
住
民
票
の
写
し
、
履
歴
書
及
び
第
二
十
三
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
一
年
労
働
省
令
第
二
十
号
）
第
二
十
九
条
の
二
第
一
号
に
規
定
す
る
講
習

を
修
了
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類
（
以
下
「
受
講
証
明
書
」
と
い
う
。
）
並
び
に
当
該
派
遣
元
責
任
者
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
派
遣
元
責
任
者
が
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は

意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

二
　
申
請
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
住
民
票
の
写
し
及
び
履
歴
書

ロ
　
申
請
者
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
申
請
者
が
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

ハ
　
申
請
者
が
未
成
年
者
で
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

（１）
　
当
該
申
請
者
の
法
定
代
理
人
が
個
人
で
あ
る
場
合
　
当
該
法
定
代
理
人
の
住
民
票
の
写
し
及
び
履
歴
書
並
び
に
当
該
法
定
代
理
人
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
法
定
代
理
人
が
精
神
の
機
能
の

障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

（２）
　
当
該
申
請
者
の
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
　
当
該
法
定
代
理
人
に
係
る
前
号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
（
法
定
代
理
人
の
役
員
が
未
成
年
者
で
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い

場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
（
法
人
に
限
る
。
）
に
係
る
前
号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
又
は
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
（
個
人
に
限
る
。
以
下
こ
の
（
２
）
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
住
民
票
の
写
し
及

び
履
歴
書
並
び
に
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
役
員
の
法
定
代
理
人
が
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
を
含
む
。
）

ニ
　
前
号
ヘ
、
ト
、
リ
及
び
ヌ
に
掲
げ
る
書
類

３
　
前
項
第
一
号
ト
の
実
績
報
告
書
は
、
港
湾
運
送
事
業
実
績
報
告
書
（
様
式
第
七
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

４
　
法
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
事
業
計
画
書
は
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
計
画
書
（
様
式
第
八
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

５
　
申
請
者
が
二
以
上
の
事
業
所
を
設
け
て
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
お
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
一
の
事
業
所
に
関
す
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可
の
申
請
に
際
し
、
法
人
に
あ
つ
て
は
第
二
項
第
一
号
イ
か
ら
ホ
ま
で
に

掲
げ
る
書
類
を
、
個
人
に
あ
つ
て
は
同
項
第
二
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
た
と
き
は
、
当
該
事
業
所
（
以
下
「
統
括
事
業
所
」
と
い
う
。
）
以
外
の
事
業
所
に
関
す
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可
の
申
請
に
際
し

て
は
、
当
該
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。
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６
　
申
請
者
が
他
の
事
業
所
に
お
い
て
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
つ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
請
者
が
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
つ
て
い
る
当
該
他
の
事
業
所
の
派
遣
元
責
任
者
を
当
該
申
請
に
係
る
事
業
所
の
派
遣
元
責

任
者
と
し
て
引
き
続
き
選
任
す
る
と
き
は
、
法
人
に
あ
つ
て
は
第
二
項
第
一
号
ヌ
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
履
歴
書
及
び
受
講
証
明
書
（
選
任
す
る
派
遣
元
責
任
者
の
住
所
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
住
民
票
の
写
し
、
履
歴
書
及
び
受

講
証
明
書
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
、
個
人
に
あ
つ
て
は
同
項
第
二
号
ニ
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
履
歴
書
及
び
受
講
証
明
書
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

７
　
申
請
者
が
当
該
申
請
に
係
る
港
湾
に
お
け
る
法
第
二
条
第
三
号
イ
に
規
定
す
る
事
業
主
（
第
十
六
条
第
六
項
に
お
い
て
「
一
般
港
湾
運
送
事
業
等
の
事
業
主
」
と
い
う
。
）
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
法
人
に
あ
つ
て
は
第
二
項
第

一
号
チ
及
び
リ
に
掲
げ
る
書
類
を
、
個
人
に
あ
つ
て
は
同
項
第
二
号
ニ
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
同
項
第
一
号
リ
に
掲
げ
る
も
の
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
法
第
十
三
条
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
）

第
十
一
条
の
二
　
法
第
十
三
条
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
適
正
に
行
う
に
当
た
つ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

と
す
る
。

（
法
第
十
四
条
第
一
項
第
一
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
）

第
十
二
条
　
法
第
十
四
条
第
一
項
第
一
号
（
法
第
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
適
法
に
港
湾
運
送
事
業
を
営
ん
で
い
る
も
の
で
あ
つ
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可
の
申
請
の
日
の
属
す
る
日
の
前
月
末
を
末
日
と
す
る
一
年
間
に
お
い
て
毎
月
港
湾
運
送
事
業
の
実
績
を
有
す
る
も
の

二
　
前
号
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者
で
あ
つ
て
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可
の
日
以
後
に
お
い
て
毎
月
港
湾
運
送
事
業
を
行
う
こ
と
が
確
実
と
見
込
ま
れ
る
も
の

（
許
可
証
）

第
十
三
条
　
法
第
十
五
条
第
一
項
の
許
可
証
は
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
許
可
証
（
様
式
第
九
号
。
以
下
単
に
「
許
可
証
」
と
い
う
。
）
の
と
お
り
と
す
る
。

（
許
可
証
の
再
交
付
）

第
十
四
条
　
法
第
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
証
の
再
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
主
は
、
許
可
証
再
交
付
申
請
書
（
様
式
第
十
号
）
を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
許
可
証
の
返
納
等
）

第
十
五
条
　
許
可
証
の
交
付
を
受
け
た
事
業
主
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
と
き
は
、
当
該
事
実
の
あ
つ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
十
日
以
内
に
、
許
可
証
（
第
三
号
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
発
見
し
、

又
は
回
復
し
た
許
可
証
）
を
厚
生
労
働
大
臣
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
許
可
が
取
り
消
さ
れ
た
と
き
。

二
　
許
可
の
有
効
期
間
が
満
了
し
た
と
き
。

三
　
許
可
証
の
再
交
付
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
亡
失
し
た
許
可
証
を
発
見
し
、
又
は
回
復
し
た
と
き
。

２
　
許
可
証
の
交
付
を
受
け
た
事
業
主
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
と
き
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
者
は
、
当
該
事
実
の
あ
つ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
十
日
以
内
に
、
許
可
証
を
厚
生
労

働
大
臣
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
死
亡
し
た
場
合
　
同
居
の
親
族
又
は
法
定
代
理
人

二
　
法
人
が
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
場
合
　
合
併
後
存
続
し
、
又
は
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
の
代
表
者

（
許
可
の
有
効
期
間
の
更
新
の
申
請
手
続
）

第
十
六
条
　
法
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
有
効
期
間
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
許
可
の
有
効
期
間
が
満
了
す
る
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
許
可
有
効
期
間
更
新
申
請
書
（
様
式
第

六
号
）
を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
第
十
七
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
二
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
十
一
条
第
二
項
第
一
号
イ
、
ロ
、
ホ
か
ら
リ
ま
で
及
び
ヌ
（
受
講
証
明
書
及
び
医
師
の
診
断
書
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
掲
げ
る
書
類

二
　
申
請
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
十
一
条
第
二
項
第
一
号
ヘ
、
ト
、
リ
及
び
ヌ
（
受
講
証
明
書
及
び
医
師
の
診
断
書
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
並
び
に
同
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
書
類

３
　
法
第
十
七
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
事
業
計
画
書
は
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
計
画
書
（
様
式
第
八
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

４
　
法
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
有
効
期
間
の
更
新
は
、
当
該
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
現
に
有
す
る
許
可
証
と
引
換
え
に
新
た
な
許
可
証
を
交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

５
　
統
括
事
業
所
の
事
業
主
が
、
当
該
統
括
事
業
所
以
外
の
事
業
所
に
関
し
法
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
有
効
期
間
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
法
人
に
あ
つ
て
は
第
十
一
条
第
二
項
第
一
号
イ
か
ら
ホ
ま
で

に
掲
げ
る
書
類
を
、
個
人
に
あ
つ
て
は
同
項
第
二
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

６
　
申
請
者
が
当
該
申
請
に
係
る
港
湾
に
お
け
る
一
般
港
湾
運
送
事
業
等
の
事
業
主
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
法
人
に
あ
つ
て
は
第
十
一
条
第
二
項
第
一
号
チ
及
び
リ
に
掲
げ
る
書
類
を
、
個
人
に
あ
つ
て
は
同
項
第
二
号
ニ
に
掲
げ

る
書
類
の
う
ち
同
項
第
一
号
リ
に
掲
げ
る
も
の
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
変
更
の
許
可
の
申
請
手
続
）

第
十
七
条
　
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
派
遣
事
業
対
象
業
務
変
更
許
可
申
請
書
（
様
式
第
十
一
号
）
を
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
第
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
二
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
港
湾
運
送
事
業
の
派
遣
事
業
対
象
業
務
の
種
類
の
変
更
の
許
可
の
申
請
の
日
の
属
す
る
月
の
前
月
末
を
末
日
と
す
る
一
年
間

の
実
績
報
告
書
（
様
式
第
七
号
）
と
す
る
。

３
　
法
第
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
事
業
計
画
書
は
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
計
画
書
（
様
式
第
八
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

４
　
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
は
、
当
該
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
現
に
有
す
る
許
可
証
と
引
換
え
に
新
た
な
許
可
証
を
交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
変
更
の
届
出
等
）

第
十
八
条
　
法
第
十
八
条
第
三
項
又
は
法
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
変
更
に
係
る
事
実
の
あ
つ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
十
日
以
内
（
次
項
の
規
定
に
よ
り
登
記
事
項
証
明
書
を
添
付
す

べ
き
場
合
及
び
法
第
十
二
条
第
二
項
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
に
係
る
届
出
に
あ
つ
て
は
、
三
十
日
以
内
）
に
、
当
該
届
出
に
係
る
事
項
が
許
可
証
の
記
載
事
項
に
該
当
し
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
変
更
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届
出
書
（
様
式
第
十
号
）
を
、
当
該
届
出
に
係
る
事
項
が
許
可
証
の
記
載
事
項
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
変
更
届
出
書
及
び
許
可
証
書
換
申
請
書
（
様
式
第
十
号
）
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
変
更
届
出
書
又
は
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
変
更
届
出
書
及
び
許
可
証
書
換
申
請
書
に
は
、
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類
の
う
ち
当
該
変
更
事
項
に
係
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
法
第
十
二
条
第
二
項
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
派
遣
元
責
任
者
の
氏
名
に
変
更
が
あ
つ
た
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
港
湾
派
遣
元
事
業
主
（
以
下
「
港
湾
派
遣
元
事
業
主
」
と
い
う
。
）
が
他
の
事
業
所
に
お
い
て
港
湾

労
働
者
派
遣
事
業
を
行
つ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
港
湾
派
遣
元
事
業
主
が
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
つ
て
い
る
当
該
他
の
事
業
所
の
派
遣
元
責
任
者
を
当
該
変
更
に
係
る
事
業
所
の
変
更
後
の
派
遣
元
責
任
者
と
し
て
引
き

続
き
選
任
し
た
と
き
は
、
法
人
に
あ
つ
て
は
第
十
一
条
第
二
項
第
一
号
ヌ
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
履
歴
書
及
び
受
講
証
明
書
（
選
任
し
た
派
遣
元
責
任
者
の
住
所
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
住
民
票
の
写
し
、
履
歴
書
及
び
受
講
証
明

書
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
、
個
人
に
あ
つ
て
は
同
項
第
二
号
ニ
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
履
歴
書
及
び
受
講
証
明
書
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
廃
止
の
届
出
）

第
十
九
条
　
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
廃
止
し
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
十
日
以
内
に
、
許
可
証
を
添
え
て
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
廃
止
届
出
書
（
様
式

第
十
二
号
）
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
統
括
事
業
所
の
変
更
）

第
二
十
条
　
統
括
事
業
所
に
係
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
わ
な
く
な
つ
た
者
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
面
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
書
面
の
提
出
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
事
業
主
の
意
見
を
聴
い
て
、
当
該
事
業
主
に
係
る
他
の
事
業
所
を
統
括
事
業
所
と
し
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
書
類
の
提
出
の
経
由
）

第
二
十
一
条
　
法
第
四
章
又
は
こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
書
類
は
、
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
を
経
由
し
て
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

（
提
出
す
べ
き
書
類
の
部
数
）

第
二
十
二
条
　
法
第
四
章
又
は
こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
書
類
（
許
可
証
を
除
く
。
）
は
、
正
本
に
そ
の
写
し
二
通
（
第
十
一
条
第
二
項
、
第
十
六
条
第
二
項
、
第
十
七
条
第
二
項
、
第
十
八
条
第
二
項
に
規
定

す
る
書
類
に
あ
つ
て
は
、
一
通
）
を
添
え
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
の
特
例
等
）

第
二
十
三
条
　
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
港
湾

派
遣
元
事
業
主
が
労
働
者
派
遣
法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
事
業
報
告
書
及
び
収
支
決
算
書
は
、
そ
れ
ぞ
れ
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
報
告
書
（
様
式
第
十
三
号
）
及
び
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
収
支
決
算
書
（
様

式
第
十
四
号
）
の
と
お
り
と
し
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
四
十
八
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
港
湾
派
遣
元
事
業
主
及
び
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
係
る
派
遣
先
に
対
す
る
立
入
検
査
の
た
め
の
労
働
者
派
遣
法
第
五
十
一
条
第

二
項
に
規
定
す
る
証
明
書
は
、
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
立
入
検
査
証
（
様
式
第
十
五
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
港
湾
派
遣
元
事
業
主
に
関
す
る
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
十
九
条
中
「
派
遣
元
事
業
主
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
」
と
あ
る
の
は

「
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
（
以
下
単
に
「
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
」
と
い
う
。
）
」
と
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
中
「
同
項
各
号
」
と
あ
る
の
は

「
同
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
二
十
五
条
の
三
、
第
二
十
五
条
の
四
及
び
第
二
十
五
条
の
五
第
三
号
中
「
特
定
有
期
雇
用
派
遣
労
働
者
等
」
と
あ
る
の
は
「
有
期
雇
用
派
遣
労
働
者
等
」
と
、
労

働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
二
十
九
条
の
二
第
一
号
中
「
三
年
」
と
あ
る
の
は
「
五
年
」
と
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
四
十
六
条
の
二
中
「
都
道
府
県
労
働
局
職
業
安
定
部
（
東
京
労
働
局
、
愛
知
労
働
局
及
び
大
阪
労
働
局
に
あ

っ
て
は
、
需
給
調
整
事
業
部
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
都
道
府
県
労
働
局
職
業
安
定
部
」
と
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
五
十
五
条
中
「
厚
生
労
働
大
臣
の
権
限
」
と
あ
る
の
は
「
厚
生
労
働
大
臣
の
権
限
（
第
四
号
及
び
第
六
号
に
掲

げ
る
事
項
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
」
と
、
「
都
道
府
県
労
働
局
長
」
と
あ
る
の
は
「
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
」
と
し
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
十
九
条
た
だ
し
書
、
第
二
十
二
条
第
五
号
、
第
二
十
五
条
第
三
項
及
び
第
二
十
五

条
の
五
第
二
号
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

３
　
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
に
係
る
派
遣
先
に
関
す
る
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則
第
三
十
六
条
第
五
号
中
「
場
所
並
び
に
組
織
単
位
」
と
あ
る
の
は
「
場
所
」
と
し
、
労
働
者

派
遣
法
施
行
規
則
第
二
十
二
条
第
五
号
、
第
三
十
四
条
第
二
号
た
だ
し
書
及
び
第
三
十
五
条
第
三
項
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。

第
三
章
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー

（
指
定
の
申
請
）

第
二
十
四
条
　
法
第
二
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
各
港
湾
に
つ
い
て
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
名
称
及
び
住
所

二
　
代
表
者
の
氏
名

三
　
事
務
所
の
所
在
地

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
定
款
及
び
登
記
事
項
証
明
書

二
　

近
の
事
業
年
度
に
お
け
る
事
業
報
告
書
、
貸
借
対
照
表
、
収
支
決
算
書
、
財
産
目
録
そ
の
他
の
経
理
的
及
び
技
術
的
基
礎
を
有
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

三
　
申
請
の
日
を
含
む
事
業
年
度
及
び
翌
事
業
年
度
に
お
け
る
法
第
三
十
条
に
規
定
す
る
業
務
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
及
び
こ
れ
に
伴
う
予
算

四
　
役
員
の
氏
名
及
び
略
歴
を
記
載
し
た
書
面

五
　
役
員
の
精
神
の
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
当
該
役
員
が
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
認
知
、
判
断
又
は
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

（
法
第
二
十
八
条
第
二
項
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
）

第
二
十
四
条
の
二
　
法
第
二
十
八
条
第
二
項
第
三
号
ロ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
法
第
三
十
条
に
規
定
す
る
業
務
を
適
正
に
行
う
に
当
た
つ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行

う
こ
と
が
で
き
な
い
者
と
す
る
。
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（
名
称
等
の
変
更
の
届
出
）

第
二
十
五
条
　
法
第
二
十
八
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
法
第
二
十
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
（
以
下
「
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
」
と
い
う
。
）
は
、
次
の
事
項
を
記
載

し
た
書
面
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
変
更
後
の
名
称
若
し
く
は
住
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
日

三
　
変
更
の
理
由

（
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
を
行
う
事
務
所
の
変
更
の
届
出
）

第
二
十
六
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
一
条
第
二
項
後
段
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
変
更
後
の
法
第
三
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
（
以
下
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
」
と
い
う
。
）
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
日

三
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
理
由

（
業
務
規
程
の
変
更
の
認
可
の
申
請
）

第
二
十
七
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
二
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
る
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
日

三
　
変
更
の
理
由

（
法
第
三
十
二
条
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
）

第
二
十
八
条
　
法
第
三
十
二
条
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
法
第
三
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
事
業
主
支
援
業
務
（
以
下
「
事
業
主
支
援
業
務
」
と
い
う
。
）
の
実
施
方
法
に
関
す
る
事
項

二
　
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
の
実
施
方
法
に
関
す
る
事
項

（
経
理
原
則
）

第
二
十
九
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
そ
の
業
務
の
財
政
状
態
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、
財
産
の
増
減
及
び
異
動
を
そ
の
発
生
の
事
実
に
基
づ
い
て
経
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
区
分
経
理
の
方
法
）

第
三
十
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
事
業
主
支
援
業
務
に
係
る
経
理
及
び
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
に
係
る
経
理
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
特
別
の
勘
定
を
設
け
、
事
業
主
支
援
業
務
に
係
る
経
理
、
雇
用
安
定
事
業
関
係
業

務
に
係
る
経
理
及
び
そ
の
他
の
業
務
に
係
る
経
理
を
そ
れ
ぞ
れ
区
分
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
計
画
書
等
の
認
可
の
申
請
）

第
三
十
一
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
四
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
る
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
毎
事
業
年
度
開
始
前
に
（
指
定
を
受
け
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
指
定
を

受
け
た
後
遅
滞
な
く
）
、
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
て
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
計
画
書
の
記
載
事
項
）

第
三
十
二
条
　
法
第
三
十
四
条
第
一
項
の
事
業
計
画
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
計
画
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
法
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
調
査
研
究
に
関
す
る
事
項

二
　
法
第
三
十
一
条
第
一
項
第
二
号
の
相
談
そ
の
他
の
援
助
に
関
す
る
事
項

三
　
法
第
三
十
一
条
第
一
項
第
三
号
の
相
談
そ
の
他
の
援
助
に
関
す
る
事
項

四
　
法
第
三
十
一
条
第
一
項
第
四
号
の
研
修
に
関
す
る
事
項

五
　
法
第
三
十
一
条
第
一
項
第
五
号
の
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
の
派
遣
労
働
者
の
雇
用
の
安
定
を
図
る
た
め
に
必
要
な
事
業
に
関
す
る
事
項

六
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
法
第
三
十
条
各
号
に
掲
げ
る
業
務
に
関
す
る
事
項

（
収
支
予
算
書
）

第
三
十
三
条
　
収
支
予
算
書
は
、
収
入
に
あ
つ
て
は
そ
の
性
質
、
支
出
に
あ
つ
て
は
そ
の
目
的
に
従
つ
て
区
分
す
る
も
の
と
す
る
。

（
収
支
予
算
書
の
添
付
書
類
）

第
三
十
四
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
四
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
可
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
前
事
業
年
度
の
予
定
貸
借
対
照
表

二
　
当
該
事
業
年
度
の
予
定
貸
借
対
照
表

三
　
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
当
該
収
支
予
算
書
の
参
考
と
な
る
書
類
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（
事
業
計
画
書
等
の
変
更
の
認
可
の
申
請
）

第
三
十
五
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
四
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
書
又
は
収
支
予
算
書
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し

た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
収
支
予
算
書
の
変
更
が
前
条
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
の
変
更
に
伴
う
と
き
は
、
当
該
変
更
後
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

（
予
備
費
）

第
三
十
六
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
予
見
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
理
由
に
よ
る
支
出
予
算
の
不
足
を
補
う
た
め
、
収
入
支
出
予
算
に
予
備
費
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
に
係
る
経
理
に
つ
い
て
の
特
別
の
勘
定
（
第
三
十
八
条
第
三
項
に
お
い
て
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
」
と
い
う
。
）
の
予
備
費
を
使
用
し
た
と
き
は
、

速
や
か
に
、
そ
の
旨
を
厚
生
労
働
大
臣
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
使
用
の
理
由
、
金
額
及
び
積
算
の
基
礎
を
明
ら
か
に
し
た
書
類
を
も
つ
て
す
る
も
の
と
す
る
。

（
予
算
の
流
用
等
）

第
三
十
七
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
支
出
予
算
に
つ
い
て
は
、
収
支
予
算
書
に
定
め
る
目
的
の
外
に
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
予
算
の
実
施
上
適
当
か
つ
必
要
で
あ
る
と
き
は
、
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ

る
区
分
に
か
か
わ
ら
ず
、
相
互
流
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
経
費
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
れ
ら
の
経
費
の
間
又
は
他
の
経
費
と
の
間
に
相
互
流
用
し
、
又
は
こ
れ
に
予
備
費

を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

３
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
予
算
の
流
用
又
は
予
備
費
の
使
用
に
つ
い
て
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
流
用
又
は
使
用
の
理
由
、
金
額
及
び
積
算
の
基
礎
を
明
ら
か
に
し

た
書
類
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
予
算
の
繰
越
し
）

第
三
十
八
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
支
出
予
算
の
経
費
の
金
額
の
う
ち
当
該
事
業
年
度
内
に
支
出
決
定
を
終
わ
ら
な
い
も
の
に
つ
い
て
、
予
算
の
実
施
上
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
て

使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
経
費
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
前
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
事
業
年
度
末
ま
で
に
、
事
項
ご
と
に
繰
越
し
を
必
要
と
す
る
理
由
及
び
金
額
を
明
ら
か
に
し
た
書
類
を
厚
生
労
働

大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
に
つ
い
て
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
繰
越
し
を
し
た
と
き
は
、
当
該
事
業
年
度
終
了
後
二
月
以
内
に
、
繰
越
計
算
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

４
　
前
項
の
繰
越
計
算
書
は
、
支
出
予
算
と
同
一
の
区
分
に
よ
り
作
成
し
、
か
つ
、
当
該
繰
越
計
算
書
に
繰
越
し
に
係
る
経
費
の
予
算
現
額
並
び
に
当
該
経
費
の
予
算
現
額
の
う
ち
支
出
決
定
済
額
、
翌
事
業
年
度
へ
の
繰
越
額
及
び
不

用
額
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
報
告
書
等
の
承
認
の
申
請
）

第
三
十
九
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
収
支
決
算
書
）

第
四
十
条
　
収
支
決
算
書
は
、
収
入
支
出
予
算
と
同
一
の
区
分
に
よ
り
作
成
し
、
か
つ
、
当
該
収
支
決
算
書
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
収
入

イ
　
収
入
予
算
額

ロ
　
収
入
決
定
済
額

ハ
　
収
入
予
算
額
と
収
入
決
定
済
額
と
の
差
額

二
　
支
出

イ
　
支
出
予
定
額

ロ
　
前
事
業
年
度
か
ら
の
繰
越
額

ハ
　
予
備
費
の
使
用
の
金
額
及
び
そ
の
理
由

ニ
　
流
用
の
金
額
及
び
そ
の
理
由

ホ
　
支
出
予
算
の
現
額

ヘ
　
支
出
決
定
済
額

ト
　
翌
事
業
年
度
へ
の
繰
越
額

チ
　
不
用
額

（
会
計
規
程
）

第
四
十
一
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
そ
の
財
務
及
び
会
計
に
関
し
、
法
及
び
こ
の
省
令
で
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
会
計
規
程
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
前
項
の
会
計
規
程
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
基
本
的
事
項
に
つ
い
て
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
同
様
と
す
る
。

３
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
第
一
項
の
会
計
規
程
を
制
定
し
、
又
は
変
更
し
た
と
き
は
、
そ
の
理
由
及
び
内
容
を
明
ら
か
に
し
て
、
遅
滞
な
く
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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（
役
員
の
選
任
及
び
解
任
の
認
可
の
申
請
）

第
四
十
二
条
　
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
選
任
又
は
解
任
に
係
る
役
員
の
氏
名
及
び
略
歴

二
　
選
任
又
は
解
任
の
理
由

（
立
入
検
査
の
た
め
の
証
明
書
）

第
四
十
三
条
　
法
第
三
十
八
条
第
二
項
の
証
明
書
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
様
式
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
の
引
継
ぎ
等
）

第
四
十
四
条
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
を
行
う
も
の
と
す
る
と
き
は
、
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
は
、
次
の
事
項
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
を
厚
生
労
働
大
臣
に
引
き
継
ぐ
こ
と
。

二
　
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
に
関
す
る
帳
簿
及
び
書
類
を
厚
生
労
働
大
臣
に
引
き
継
ぐ
こ
と
。

三
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
必
要
と
認
め
る
事
項

２
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
行
つ
て
い
る
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
と
き
は
、
厚
生
労
働
大
臣
は
次
の
事
項
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
を
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
に
引
き
継
ぐ
こ
と
。

二
　
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
に
関
す
る
帳
簿
及
び
書
類
を
港
湾
労
働
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
に
引
き
継
ぐ
こ
と
。

三
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
必
要
と
認
め
る
事
項

第
四
章
　
雑
則

（
報
告
及
び
検
査
）

第
四
十
五
条
　
管
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
は
、
法
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
事
業
主
に
対
し
必
要
な
事
項
を
報
告
さ
せ
る
と
き
は
、
当
該
報
告
す
べ
き
事
項
及
び
当
該
報
告
を
さ
せ
る
理
由
を
書
面
に
よ
り
通
知
す
る
も
の

と
す
る
。

２
　
法
第
四
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
八
条
第
二
項
の
証
明
書
は
、
港
湾
労
働
立
入
検
査
証
（
様
式
第
十
六
号
）
の
と
お
り
と
す
る
。

附
　
則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
六
十
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
の
廃
止
）

第
二
条
　
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
一
年
労
働
省
令
第
六
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

（
常
用
港
湾
労
働
者
の
氏
名
の
変
更
の
届
出
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
次
条
に
お
い
て
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
の
期
間
に
係
る
常
用
港
湾
労
働
者
（
常
用
港
湾
労
働
者
証
の
交
付
を
受
け
た
者
に
限
る
。
）
の
氏
名
の
変
更
又
は
他
の
事
業
所
へ
の
転
勤
の
届
出
、
事
業

所
の
名
称
又
は
所
在
地
の
変
更
の
届
出
並
び
に
常
用
港
湾
労
働
者
証
の
再
交
付
又
は
写
真
の
は
り
換
え
及
び
返
納
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
退
職
金
共
済
制
度
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条
　
施
行
日
前
に
法
附
則
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
港
湾
労
働
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
二
十
号
。
以
下
「
旧
法
」
と
い
う
。
）
第
五
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
の
雇
用
す
る
従
業
員

と
み
な
さ
れ
て
中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
六
十
号
）
が
適
用
さ
れ
て
い
た
旧
法
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
日
雇
港
湾
労
働
者
（
附
則
第
六
条
に
お
い
て
「
旧
登
録
日
雇
港
湾
労
働
者
」
と
い
う
。
）

に
係
る
退
職
金
共
済
契
約
に
基
づ
く
退
職
金
の
請
求
、
支
給
及
び
受
領
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
報
告
の
請
求
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条
　
附
則
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
第
五
十
六
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
二
項
の
規
定
は
、
旧
法
第
六
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
請
求
に
つ
い
て
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

（
法
附
則
第
十
二
条
第
一
項
の
労
働
省
令
で
定
め
る
旧
登
録
日
雇
港
湾
労
働
者
）

第
六
条
　
法
附
則
第
十
二
条
第
一
項
の
労
働
省
令
で
定
め
る
旧
登
録
日
雇
港
湾
労
働
者
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
者
と
す
る
。

一
　
法
の
施
行
の
際
現
に
旧
登
録
日
雇
港
湾
労
働
者
で
あ
る
こ
と
。

二
　
労
働
の
意
思
及
び
能
力
を
有
す
る
こ
と
。

三
　
法
附
則
第
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
業
務
に
よ
る
措
置
を
受
け
な
け
れ
ば
安
定
し
た
職
業
に
就
く
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

（
令
附
則
第
四
条
第
一
項
の
労
働
省
令
で
定
め
る
様
式
）

第
七
条
　
港
湾
労
働
法
施
行
令
（
次
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
附
則
第
四
条
第
一
項
の
労
働
省
令
で
定
め
る
様
式
は
、
様
式
第
六
号
と
す
る
。

（
令
附
則
第
四
条
第
一
項
の
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
）

第
八
条
　
令
附
則
第
四
条
第
一
項
の
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
と
す
る
。

一
　
旧
法
第
五
十
一
条
に
規
定
す
る
特
別
の
会
計
（
次
号
に
お
い
て
「
特
別
の
会
計
」
と
い
う
。
）
に
係
る
昭
和
六
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
各
月
ご
と
の
収
納
済
収
入
額
及
び
支
出
済
支
出
額

二
　
旧
法
第
五
十
一
条
の
規
定
が
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
し
た
場
合
に
特
別
の
会
計
に
お
い
て
経
理
す
べ
き
こ
と
と
な
る
昭
和
六
十
四
年
一
月
一
日
か
ら
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
各
月
ご
と
の
収
納
済
収
入
額

及
び
支
出
済
支
出
額
の
見
込
み
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（
法
附
則
第
十
二
条
第
三
項
の
承
認
の
申
請
）

第
九
条
　
雇
用
促
進
事
業
団
は
、
法
附
則
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
業
務
に
要
す
る
費
用
に
充
て
よ
う
と
す
る
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
剰
余
金
の
額
を
明
ら
か

に
し
た
書
類
を
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
条
　
令
和
二
年
三
月
一
日
か
ら
同
年
六
月
三
十
日
ま
で
に
お
け
る
法
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
つ
い
て
の
第
十
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
翌
月
十
五
日
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
二
年
八
月
十

五
日
ま
で
」
と
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
六
年
三
月
二
九
日
労
働
省
令
第
一
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
七
年
三
月
三
一
日
労
働
省
令
第
二
〇
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
平
成
七
年
三
月
以
前
の
月
分
に
係
る
港
湾
労
働
法
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
一
月
一
一
日
労
働
省
令
第
六
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
七
条
　
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
二
項
の
港
湾
労
働
者
雇
用
届
、
新
規
則
第
六
条
第
一
項
の
港
湾
労
働
者
証
再
交
付
等
申
請
書
、
新
規
則

第
九
条
第
一
項
の
日
雇
労
働
者
雇
用
届
及
び
新
規
則
第
十
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
報
告
は
、
当
分
の
間
、
な
お
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
の
相
当
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
八
月
一
一
日
労
働
省
令
第
三
四
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
様
式
第
五
号
の
規
定
は
、
平
成
十
二
年
十
一
月
一
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
適
用
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
お
け
る
港
湾
労
働
法
第
十
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係

る
報
告
に
つ
い
て
適
用
し
、
適
用
日
前
に
お
け
る
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
報
告
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
〇
月
三
一
日
労
働
省
令
第
四
一
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
一
月
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条
　
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
労
働
基
準
法
施
行
規
則
第
五
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
職
業
安
定
法
施
行
規
則
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
、
第
八
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
前
の
労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法
施
行
規
則
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
第
七
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
三
十
一
条
の
規

定
に
よ
る
改
正
前
の
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
七
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
労
働
安
全
衛
生
規
則
第
九
十
五
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
五
十
二

条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
第
百
四
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
、
第
七
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
女
性
労
働
基
準
規
則
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
七
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
労
働

者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
四
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
及
び
第
七
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
第
四
十
五
条
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
は
、
当
分
の
間
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
基
準
法
施
行
規
則
第
五
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
職
業
安
定
法
施
行
規
則
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
証
明
書
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法
施
行
規
則
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
第
七
十
八
条
の
規

定
に
よ
る
証
票
、
第
三
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
七
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
安
全
衛
生
規
則
第
九
十
五
条
の

三
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
五
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
第
百
四
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
、
第
七
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
女
性
労
働
基
準
規
則
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
証
票
、
第
七
十

一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
四
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
及
び
第
七
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
港
湾

労
働
法
施
行
規
則
第
四
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
証
明
書
と
み
な
す
。

第
六
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
提
出
さ
れ
又
は
交
付
さ
れ
て
い
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
等
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
相
当
様
式
に

よ
る
申
請
書
等
と
み
な
す
。

第
七
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
等
の
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
必
要
な
改
定
を
し
た
上
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
一
二
月
二
五
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
七
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
六
年
三
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
及
び
附
則
第
三
条
の
規
定
は
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
三
月
二
五
日
厚
生
労
働
省
令
第
四
〇
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
提
出
さ
れ
て
い
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
第
八
号
に
よ
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
計
画
書
、
様
式
第
十
一
号
に
よ
る
派
遣
事
業
対
象
業
務
変
更
許
可
申
請
書
及
び
様
式
第
十
三
号
に
よ
る
港

湾
労
働
者
派
遣
事
業
報
告
書
は
、
そ
れ
ぞ
れ
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
第
八
号
に
よ
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
計
画
書
、
様
式
第
十
一
号
に
よ
る
派
遣
事
業
対
象
業
務
変
更
許
可
申
請
書
及
び
様
式
第
十
三
号
に
よ
る
港
湾
労

働
者
派
遣
事
業
報
告
書
と
み
な
す
。
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３
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
第
八
号
に
よ
る
港
湾
労
働
者
派
遣
事
業
計
画
書
、
様
式
第
十
一
号
に
よ
る
派
遣
事
業
対
象
業
務
変
更
許
可
申
請
書
及
び
様
式
第
十
三
号
に
よ
る
港
湾
労
働
者

派
遣
事
業
報
告
書
の
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
必
要
な
改
定
を
し
た
上
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
七
日
厚
生
労
働
省
令
第
二
五
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
不
動
産
登
記
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
七
年
三
月
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
八
年
三
月
三
一
日
厚
生
労
働
省
令
第
七
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
八
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
九
年
四
月
二
三
日
厚
生
労
働
省
令
第
八
〇
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
暫
定
雇
用
福
祉
事
業
）

第
四
条
　
改
正
法
附
則
第
百
四
条
第
一
項
の
場
合
に
お
け
る
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
港
湾
労
働
法
施
行
規
則
第
二
十
六
条
第
一
号
、
第
二
十
八
条
第
二
号
、
第
三
十
条
、
第
三
十
二
条
第
五
号
、
第
三
十
六
条
第
二
項
、
第
三

十
八
条
第
三
項
及
び
第
四
十
四
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
令
第
二
十
六
条
第
一
号
、
第
二
十
八
条
第
二
号
及
び
第
四
十
四
条
中
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
」
と
あ
る
の
は
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
及
び
暫
定
雇
用
福

祉
事
業
関
係
業
務
」
と
、
同
令
第
三
十
条
中
「
及
び
」
と
あ
る
の
は
「
並
び
に
」
と
、
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
」
と
あ
る
の
は
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
及
び
暫
定
雇
用
福
祉
事
業
関
係
業
務
」
と
、
同
令
第
三
十
二
条
第
五
号

中
「
雇
用
の
安
定
」
と
あ
る
の
は
「
雇
用
の
安
定
及
び
福
祉
の
増
進
」
と
、
同
令
第
三
十
六
条
第
二
項
中
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
に
」
と
あ
る
の
は
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
及
び
暫
定
雇
用
福
祉
事
業
関
係
業
務
に
」
と
、

「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
」
と
あ
る
の
は
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
及
び
暫
定
雇
用
福
祉
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
」
と
、
同
令
第
三
十
八
条
第
三
項
中
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
」
と
あ
る
の

は
「
雇
用
安
定
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
及
び
暫
定
雇
用
福
祉
事
業
関
係
業
務
特
別
勘
定
」
と
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
一
一
月
二
八
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
六
三
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
年
十
二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
三
年
一
二
月
二
八
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
五
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
民
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
四
年
六
月
二
九
日
厚
生
労
働
省
令
第
九
七
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
四
年
七
月
九
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
四
年
八
月
一
〇
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
一
四
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
提
出
さ
れ
又
は
交
付
さ
れ
て
い
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
等
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
相
当
様
式
に

よ
る
申
請
書
等
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
等
の
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
必
要
な
改
定
を
し
た
上
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
七
年
九
月
二
九
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
四
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
七
年
九
月
三
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
〇
年
一
二
月
二
八
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
五
三
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
三
条
か
ら
第
十
九
条
ま
で
の
規
定
は
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
短
時
間
労
働
者
及
び
有
期
雇
用
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
適
用
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
中
小
事
業
主
（
整
備
法
附
則
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
中
小
事
業
主
を
い
う
。
第
四
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
短
時
間
労
働
者
及

び
有
期
雇
用
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で
及
び
第
七
条
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
第
四
条
並
び
に
第
十
条
に
よ
る
改
正
後

の
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
一
般
事
業
主
行
動
計
画
等
に
関
す
る
省
令
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
短
時
間
労

働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で
及
び
第
七
条
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
第
四
条
並
び
に
第
十
条
に
よ
る
改
正
前
の
女
性
の
職
業

生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
一
般
事
業
主
行
動
計
画
等
に
関
す
る
省
令
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

（
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条
　
平
成
三
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
五
月
三
十
一
日
ま
で
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
係
る
事
業
報
告
書
（
労
働
者
派
遣
法
第
二
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
事
業
報
告
書
を
い
う
。
）
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
場
合
に
お
け
る

労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
一
号
中
「
六
月
三
十
日
」
と
あ
る
の
は
、
「
八
月
三
十
一
日
」
と
す
る
。
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（
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
一
般
事
業
主
行
動
計
画
（
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
二
十
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
次
世
代
法
」
と
い
う
。
）
第
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
事
業
主
行

動
計
画
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
計
画
期
間
（
次
世
代
法
第
十
二
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
計
画
期
間
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
終
了
日
の
属
す
る
事
業
年
度
が
終
了
し
た
一
般
事
業

主
行
動
計
画
に
関
し
て
事
業
主
（
中
小
事
業
主
を
除
く
。
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
行
う
次
世
代
法
第
十
三
条
又
は
第
十
五
条
の
二
の
申
請
に
係
る
こ
れ
ら
の
規
定
の
認
定
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後

の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２
　
平
成
三
十
三
年
四
月
一
日
前
に
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
計
画
期
間
の
終
了
日
の
属
す
る
事
業
年
度
が
終
了
し
た
一
般
事
業
主
行
動
計
画
に
関
し
て
中
小
事
業
主
が
行
う
次
世
代
法
第
十
三
条
又
は
第
十
五
条
の
二
の
申
請
に
係
る

こ
れ
ら
の
規
定
の
認
定
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３
　
事
業
主
が
す
る
次
世
代
法
第
十
五
条
の
三
第
二
項
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
（
次
世
代
法
第
二
条
に
規
定
す
る
次
世
代
育
成
支
援
対
策
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
実
施
の
状
況
の
公
表
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
の
施
行

の
日
前
に
公
表
を
行
う
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
の
事
業
年
度
（
次
項
に
お
い
て
「
公
表
前
事
業
年
度
」
と
い
う
。
）
が
終
了
し
た
と
き
は
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
第
四
条
の

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

４
　
中
小
事
業
主
が
す
る
次
世
代
法
第
十
五
条
の
三
第
二
項
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
の
状
況
の
公
表
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
三
年
四
月
一
日
前
に
公
表
前
事
業
年
度
が
終
了
し
た
と
き
は
、
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後

の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
五
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
様
式
第
二
号
及
び
様
式
第
三
号
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、

そ
れ
ぞ
れ
同
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
規
則
様
式
第
二
号
及
び
様
式
第
三
号
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
五
月
七
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
で
定
め
る
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
で
定
め
る
様
式
に
よ
る
も
の
と

み
な
す
。

２
　
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
合
理
的
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
内
で
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
六
月
二
八
日
厚
生
労
働
省
令
第
二
〇
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
七
月
二
六
日
厚
生
労
働
省
令
第
二
七
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
元
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
九
月
一
三
日
厚
生
労
働
省
令
第
四
六
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
の
制
限
に
係
る
措
置
の
適
正
化
等
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
三
十
七
号
）
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
九
月
十
四
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

た
だ
し
、
第
十
一
条
（
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
様
式
第
十
一
号
の
改
正
規
定
に
限
る
。
）
の
規
定
及
び
次
条
第
三
項
の
規
定
は
公
布
の
日
か
ら
、
第
三
条
、
第
四
条
、
第
六
条
か
ら
第
八
条
ま
で
、
第
十
一
条
（
同
令
第
四
十

二
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
改
正
規
定
及
び
同
令
様
式
第
八
号
の
改
正
規
定
に
限
る
。
）
、
第
十
六
条
、
第
十
八
条
、
第
十
九
条
、
第
二
十
一
条
及
び
第
二
十
四
条
並
び
に
附
則
第
四
条
及
び
第
六
条
の
規
定
は
同
法
附
則
第
一
条

第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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３
　
成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
の
制
限
に
係
る
措
置
の
適
正
化
等
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
第
九
十
条
の
規
定
（
職
業
能
力
開
発
促
進
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
三
十
条
第
六
項
の
改
正
規
定

に
限
る
。
）
の
施
行
前
に
行
わ
れ
る
職
業
訓
練
指
導
員
試
験
に
係
る
職
業
訓
練
指
導
員
試
験
受
験
申
請
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
様
式
第
十
一
号
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
五
月
二
九
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
〇
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
令
和
二
年
三
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
五
日
厚
生
労
働
省
令
第
二
〇
八
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
三
年
三
月
二
二
日
厚
生
労
働
省
令
第
五
三
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
中
労
働
安
全
衛
生
規
則
別
表
第
三
の
改
正
規
定
（
「
建
設
機
械
施
工
技
術
検
定
」
を
「
建
設
機
械
施
工
管
理
技
術
検
定
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
四

条
の
規
定
は
、
建
設
業
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
二
年
政
令
第
百
七
十
四
号
。
附
則
第
三
条
に
お
い
て
「
第
百
七
十
四
号
政
令
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
（
令
和
三
年
四
月
一
日
。
附
則
第
三
条
に
お
い
て
「
改
正

令
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
業
務
に
つ
く
こ
と
が
で
き
る
者
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
安
全
衛
生
規
則
別
表
第
三
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
建
設
業
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
二
年
政
令
第
百
七
十
一
号
）
に
よ
る
改
正
前
の

建
設
業
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
一
年
政
令
第
二
百
七
十
三
号
）
第
二
十
七
条
の
三
に
規
定
す
る
建
設
機
械
施
工
技
術
検
定
に
合
格
し
た
者
及
び
改
正
令
施
行
日
前
に
建
設
業
法
施
行
令
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
建
設
機
械
施
工
技
術

検
定
に
合
格
し
た
者
は
、
第
百
七
十
四
号
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
建
設
業
法
施
行
令
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
建
設
機
械
施
工
管
理
技
術
検
定
に
合
格
し
た
者
と
み
な
す
。

（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条
　
こ
の
省
令
（
附
則
第
一
条
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
規
定
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
）
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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様
式
第
１
号
（
第
３
条
第
２
項
関
係
）
（
第
１
面
）

様式第１号(第３条第２項関係)(第１面) 

港 湾 労 働 者 雇 用 届 

  
  

※番 号   

  
  

※事業所番号   ※交付年月日 年 月 日 

事 業 所 名   所 在 地 
〒 

港 湾 労 働 者

氏 名 
  

男
・
女 

  年  月  日生 住 所 
〒 

主として港湾

運送の業務に

従事する港湾 

  
主 と し て
従 事 し て
い る 業 務 

１ 船内作業  ４ いかだ作業 

２ はしけ作業 ５ 船舶貨物整備作業 

３ 沿岸作業  ６ 倉庫作業 

雇入れ年月日 年  月  日 港 湾 労 働

者 派 遣 事

業関係 

１ 派遣対象労働者である。 

２ 派遣対象労働者ではない。 

取 得 資 格   

雇 用 期 間 

１  年 月 日から 年 月 日まで 

２ 期間の定めなし 

３ その他 

港湾運送の業務

に従事する期間 

１ 常 時 

２  年 月 日 から 年 月 日まで 

３ その他 

社会保険関係 雇 用 保 険   健 康 保 険   厚 生 年 金 保 険   

港湾労働法第９条第１項の規定により上記のとおり届けます。 

    年  月  日 

事業主 
住所                  

氏名                 

事業主が法人である場合はその主たる事務所の所在
地、法人の名称及び代表者氏名を記入すること。 

        公共職業安定所長 殿 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様
式
第
１
号
（
第
３
条
第
２
項
関
係
）
（
第
２
面
）

様式第1号(第3条第2項関係)(第2面) 

  

 年 月 日 記 事  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

(日本産業規格A列4) 
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様
式
第
１
号
（
第
３
条
第
２
項
関
係
）
（
第
３
面
）

様式第１号(第３条第２項関係)(第３面) 

記載要領 

１ ※印欄は記入しないで下さい。 

２ 港湾労働者派遣事業関係欄について、派遣対象労働者であるに丸印を付ける場合には、事業主は、当該労働者の同意を必ず得ること。 

３ 主として従事している業務欄に記載されている用語の定義は以下のとおりとする。 

  船 内 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２条第３

号及び第４号に掲げる行為(港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限

る。) 

  は し け 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為 

  沿 岸 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２条第３

号及び第４号に掲げる行為(港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限

る。) 

  い か だ 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為 

  船舶貨物整備作業：港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する同令第２条第３号及び

第４号に掲げる行為(同令第２条第１号及び第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。) 

  倉 庫 作 業：港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為(倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業のうち港湾労働法

施行令第２条第３号に規定する港湾倉庫に係るものを営む者が行うものに限る。) 

４ 主として従事している業務欄については、当該労働者が、港湾運送事業法第２条第１項第２号及び第４号に掲げる行為を行う事業の事業

主に雇用されており、かつ、同法第２条第１項第２号及び第４号に掲げる行為に主として従事している場合は、船内作業及び沿岸作業の双

方に丸印を付けるものとする。 

５ 取得資格欄については、届出に係る港湾労働者が派遣対象労働者である場合で、かつ、当該港湾労働者が派遣就業する業務に港湾労働法

第25条第４項の厚生労働大臣が定める期間以上主として従事していない場合についてのみ記入すること。また、記入事項としては、７ 資

格一覧表のうち、該当する資格番号を記入すること。また、届出に際しては、免許等、当該港湾労働者が上記資格を取得していることを客

観的に証する書面の写しを添付すること。 

６ 社会保険関係欄には、加入している雇用保険及び社会保険欄に○を記入すること。また、届出に係る港湾労働者が雇用保険の一般被保険

者であり、かつ、健康保険(日雇保険を除く。)及び厚生年金保険の被保険者であるときは、これらの社会保険の被保険者証及び被保険者資

格取得確認通知書又は被保険者資格取得届の写しを被保険者等記号・番号等にマスキングを施した上で添付すること。また、届出に係る港

湾労働者が社会保険の資格取得届を提出中である場合には資格取得届の提出年月日を記入すること。 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様
式
第
１
号
（
第
３
条
第
２
項
関
係
）
（
第
４
面
）

様式第１号（第３条第２項関係）（第４面） 

７ 資格一覧表 

  資格

番号 
資格名 資格概要 

  

１ 
揚貨装置運転士免許 ・ 労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。以下「安衛則」という。）別表第４に規定する揚貨装置運転士免許を受

けた者 

２ クレーン・デリック運転士免許 ・ 安衛則別表第４に規定するクレーン・デリック運転士免許を受けた者 

３ 
床上操作式クレーン運転技能講習を修了し

た者 

・ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。）別表第18第26号に規定する床上操作式クレーン運転

技能講習を修了した者 

４ 移動式クレーン運転士免許 ・ 安衛則別表第４に規定する移動式クレーン運転士免許を受けた者 

５ 
小型移動式クレーン運転技能講習を修了し

た者 

・ 安衛法別表第18第27号に規定する小型移動式クレーン運転技能講習を修了した者 

６ フォークリフト運転技能講習を修了した者 ・ 安衛法別表第18第29号に規定するフォークリフト運転技能講習を修了した者 

７ 

フォークリフトの訓練を受けた者 ・ 職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号。以下「能開法」という。）第27条第１項の準則訓練である普通職業訓練の

うち職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令第24号。以下「能開法規則」という。）別表第２の訓練科の欄に定

める揚重運搬機械運転系港湾荷役科の訓練（通信の方法によつて行うものを除く。）を修了した者で、フォークリフトに

ついての訓練を受けた者 

８ 
上記（６番、７番）以外にフォークリフト

の運転ができる者 

・ 労働安全衛生規則別表第３下欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（昭和47年労働省告示第113号）第二号イからホ

までに掲げる者 

９ 
車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及

び掘削用）運転技能講習を修了した者 

・ 安衛法別表第18第31号に規定する車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転技能講習を修了した者 

10 
建設機械施工管理技術検定に合格した者 ・ 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条に規定する建設機械施工管理技術検定に合格した者（労働安全衛生規則

別表第３下欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める者第三号に規定する者を除く。） 

11 
建設機械運転科の訓練を修了した者 ・ 能開法第27条第１項の準則訓練である普通職業訓練のうち能開法規則別表第４の訓練科の欄に掲げる建設機械運転科の

訓練（通信の方法によつて行うものを除く。）を修了した者 

12 
上記（10番、11番）以外に建設機械の運転

の業務ができる者 

・ 労働安全衛生規則別表第３下欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める者第４号イからヘまでに掲げる者 

13 
ショベルローダー等運転技能講習を修了し

た者 

・ 安衛法別表第18第30号に規定するショベルローダー等運転技能講習を修了した者 

14 

ショベルローダー又はフォークローダーの

訓練を受けた者 

・ 能開法第27条第１項の準則訓練である普通職業訓練のうち能開法規則別表第２の訓練科の欄に定める揚重運搬機械運転

系港湾荷役科の訓練（通信の方法によつて行うものを除く。）を修了した者で、ショベルローダー又はフォークローダー

についての訓練を受けた者 

15 

上記（13番、14番）以外にショベルローダ

ー又はフォークローダーの運転の業務がで

きる者 

・ 労働安全衛生規則別表第３下欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める者第８号イからヘまでに掲げる者 

16 不整地運搬車運転技能講習を修了した者 ・ 安衛法別表第18第34号に規定する不整地運搬車運転技能講習を修了した者 

17 
上記（16番）以外に不整地運搬車の運転の

業務ができる者 

・ 労働安全衛生規則別表第３下欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める者第10号イ及びロに掲げる者 

18 高所作業者運転技能講習を修了した者 ・ 安衛法別表第18第35号に規定する高所作業車運転技能講習を修了した者 

19 玉掛け技能講習を修了した者 ・ 安衛法別表第18第36号に規定する玉掛け技能講習を修了した者 

20 
玉掛け科の訓練を修了した者 ・ 能開法第27条第１項の準則訓練である普通職業訓練のうち能開法規則別表第４の訓練科の欄に掲げる玉掛け科の訓練（通

信の方法によつて行うものを除く。）を修了した者 

21 
上記（19番、20番）以外に玉掛けの業務が

できる者 

・ 労働安全衛生規則別表第３下欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める者第11号イからワまでに掲げる者 

  

（日本産業規格Ａ列４） 
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様
式
第
２
号
（
第
４
条
第
２
項
関
係
）
（
表
面
）
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様
式
第
２
号
（
第
４
条
第
２
項
関
係
）
（
裏
面
）
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様
式
第
３
号
（
第
６
条
関
係
）

様式第３号(第６条関係) 

港湾労働者証再交付等申請書 

  

  ※事業所番号   

  

港
湾
労
働
者 

氏 名   

男
・
女 

明治 

大正   

昭和  年  月  日生 

平成 

令和 

住 所   

事

業

所 

名 称   

所 在 地   

港 湾 労 働 者 証 
番 号   

交付年月日     年  月  日 

再交付等を申請する

理 由 
  

  上記により港湾労働者証の 
再 交 付 

写真のはり換え 
を申請します。 

        年  月  日 

住 所             

事業主                 

氏 名            

  
事業主が法人である場合はその主たる事務所の所在

地、法人の名称及び代表者氏名を記入すること。 
  

    公共職業安定所長 殿 

  
再 交 付 年 月 日 番 号 備 考 

  
※ ※ ※ 

※印欄は記入しないこと。 

(日本産業規格Ｂ列６) 

19



様
式
第
４
号
（
第
９
条
関
係
）

様式第４号(第９条関係)（表面） 

日 雇 労 働 者 雇 用 届 

  

 港湾労働法第10条第２項の規定により、下記のとおり届けます。 

       年  月  日 

  

事業主 
住 所            

 
氏 名            

   公共職業安定所長    殿 

雇用人員 人 求人年月日   年  月  日  

氏 名 年齢 雇入年月日 
主として従
事する業務
(職種) 

港湾運送の
業務に従事
させる日 

備 考 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

者
を
雇
用
す
る
理
由 

に
よ
ら
な
い
で
日
雇
労
働 

公
共
職
業
安
定
所
の
紹
介 

  

※受付印 

(注) 事業主が法人である場合は、その主たる事務所の所在地、法人の名称及び代表者

の氏名を記入すること。 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様式第４号(第９条関係)（裏面） 

記載要領 

１ ※印欄には、記載しないでください。 

２ 「主として従事する業務（職種）｣欄には、次の表に該当する業務（職種）を記号で

記載してください。  

記号 業務（職種） 業務の定義 

ア 船内作業 

港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又は

これに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２

条第３号及び第４号に掲げる行為（港湾運送事業法第２

条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行う

ものに限る。） 

イ はしけ作業 港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為 

ウ 沿岸作業 

港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又は

これに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２

条第３号及び第４号に掲げる行為（港湾運送事業法第２

条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の事業主が行う

ものに限る。） 

エ いかだ作業 港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為 

オ 船舶貨物整備作業 

港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げる行

為又はこれに先行し、若しくは後続する同令第２条第３

号及び第４号に掲げる行為（同令第２条第１号及び第２

号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。） 

カ 倉庫作業 

港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行

為（倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業のうち港湾

労働法施行令第２条第３号に規定する港湾倉庫に係るも

のを営む者が行うものに限る。） 

３ 「公共職業安定所の紹介によらないで日雇労働者を雇用する理由」欄には、次の表に

該当する理由を記号で記載してください。  

記号 理由 

ア 
公共職業安定所に日雇労働者に係る求人の申込みをしたにもかかわらず適

格な求職者がいないためにその紹介を受けることができないこと。 

イ 

公共職業安定所に日雇労働者に係る求人の申込みをし、公共職業安定所から

日雇労働者の紹介を受けたにもかかわらず、当該日雇労働者が正当な理由がな

く港湾運送の業務に就くことを拒み、又は当該事業主が正当な理由により当該

日雇労働者の雇入れを拒んだ場合において、当該日雇労働者に代わる日雇労働

者の紹介を受けることができないこと。 

ウ 

天災その他やむを得ない理由により緊急に港湾運送の業務を行う必要があ

る場合において、公共職業安定所に日雇労働者に係る求人の申込みを行ういと

まがないこと。 

エ 
天災その他避けることができない事故により、公共職業安定所に求人の申込

みをすることができないこと。 

オ 
職業安定法第20条の規定により、公共職業安定所から日雇労働者の紹介を受

けることができないこと。 
 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様式第５号(第10条第２項関係)(表面) 
港 湾 労 働 者 就 労 状 況 等 報 告 

 (  年 月分)  

 

 

① 常時港
湾運送の
業務に従
事する常
用労働者 

② ①以外
の常用労
働者 

③ 他の事
業主から
の派遣労
働者 

④ 日雇労
働者 

計 

⑤ ①のう
ち港湾労
働者派遣
事業の派
遣対象労
働者 

 

月末日現在在籍者数 人 

    

人 

当月中就労実人員   

当月中新規雇用者数   

当月中離職者数   

転
換
状
況 

当
月
中
の
配
置 

他の業務か
ら港湾運送
の業務へ 

  

港湾運送の
業務から他
の業務へ 

  

象
労
働
者
等
の
数 

当
月
中
の
派
遣
対 

新たに派遣
対象とした
数 

 

 
派遣対象か
ら除外した
数 

 

就

労

延

日

数 

船 内 作 業 日 日 日 日( 日) 日 日 

はしけ作業    ( )   

沿 岸 作 業    ( )   

いかだ作業    ( )   

船 舶 貨 物
整 備 作 業 

   ( )   

倉 庫 作 業    ( )   

合 計    ( )   

※ ①の常用労働者については、自己の指揮命令の下港湾運送の業務に就労した延日
数を、⑤の派遣対象労働者については、他の事業主の指揮命令の下港湾運送の業務
に就労した延日数を記入してください。 

実
施
状
況 

教
育
訓
練
の 

種 類 人 員 期 間 備 考 

 

人 

  

備
考 

 

  港湾労働法第11条及び港湾労働法施行規則第10条の規定に基づき、 年 月分を上記のとおり
報告します。 

        年  月  日 
事業所所在地              
事 業 所 名              
事業主氏名              

   公共職業安定所長 殿 
(日本産業規格Ａ列４)  
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）

様式第５号(第10条第２項関係)(裏面) 

注意 
第１ 一般注意事項 
 １ 報告の提出について 
   この報告は、事業所の管轄公共職業安定所長に、報告に係る月の翌月15日までに必ず到着するように提出してください。 
 ２ 報告の期間について 
   この報告は、毎月１日から月末に至る１月間について記入してください。ただし、それが困難な場合は、賃金締切日等を最

終日とする１月間をもつて報告期間として差し支えありませんが、その場合は、備考欄にその旨を明記してください。 
第２ 各欄注意事項 
 １ 「① 常時港湾運送の業務に従事する常用労働者」 
   港湾労働法第９条第１項の届出をしている労働者のうち、常時港湾運送の業務（港湾労働法第２条第２号の業務をいいます。

13の説明を参照してください。）に従事する者をいいます。 
   すなわち、港湾労働法第９条第２項に基づき港湾労働者証を交付された者及び同証を交付されていないがこれに相当する者

のことです。 
 ２ 「② ①以外の常用労働者」 
   港湾労働法第９条第１項の届出をしている労働者のうち、①の常用労働者以外の常用労働者をいいます。 
   すなわち、通常は港湾運送の業務以外の業務に従事している常用労働者で臨時に港湾運送の業務に従事する労働者のことで

す。 
 ３ 「③ 他の事業主からの派遣労働者」 
   労働者派遣契約に基づき港湾労働法第18条第１項の港湾派遣元事業主から派遣される労働者をいいます。 
 ４ 「④ 日雇労働者」 
   港湾労働法第９条第１項の日雇労働者をいいます。すなわち、日々又は２月以内の期間を定めて雇用される労働者のことで

す。 
 ５ 「⑤ ①のうち港湾労働者派遣事業の派遣対象労働者」 
   ①の常用労働者のうち、港湾労働者派遣事業の対象となる労働者をいいます。 
   すなわち、他の事業主との労働者派遣契約に基づき、他の事業主の指揮命令の下に港湾運送の業務に従事することがある労

働者をいいます。 
 ６ 「月末日現在在籍者数」 
   この欄には、報告期間の末日において事業所で雇用している①の常用労働者及び⑤の派遣対象労働者の実数を記入してくだ

さい。休職、病気、欠勤等のため報告期間中に１日も働かなかつた者、行方不明であるがまだ解雇されていない者等も含め、
全数を記入してください。 

 ７ 「当月中就労実人員」 
   この欄には、以下の数を記入してください。 
  イ ①の常用労働者のうち、報告期間中に、自己又は他の事業主の指揮命令の下、１日以上港湾運送の業務に従事した人の数 
  ロ ⑤の派遣対象労働者のうち、報告期間中に、他の事業主の指揮命令の下、１日以上港湾運送の業務に従事した人の数 
 ８ 「当月中新規雇用者数」 
   この欄には、以下の数を記入してください。 
  イ ①の常用労働者であつて、報告期間中に新たに雇い入れた者の数 
  ロ ⑤の派遣対象労働者であつて、報告期間中に新たに雇い入れた者の数 
 ９ 「当月中離職者数」 
   この欄には、以下の数を記入してください。 
  イ ①の常用労働者であつて、報告期間中に離職した者の数 
  ロ ⑤の派遣対象労働者であつて、報告期間中に離職した者の数 
 10 「当月中の配置転換状況」 
   この欄のうち、「他の業務から港湾運送の業務へ」の欄には、港湾運送の業務以外の業務に従事していた常用労働者であつ

て、報告期間中に配置転換によつて常時港湾運送の業務に従事することとなつた者の数を、また、「港湾運送の業務から他の
業務へ」の欄には、常時港湾運送の業務に従事していた常用労働者であつて、報告期間中に配置転換によつて港湾運送の業務
以外の業務に従事することとなつた者の数を記入してください。 

 11 「当月中の派遣対象労働者等の数」 
   この欄のうち、「新たに派遣対象とした数」の欄には、港湾労働者派遣事業の対象でなかつた常用労働者であつて、報告期

間中に新たに港湾労働者派遣事業の対象となつたものの数を、「派遣対象から除外した数」の欄には、港湾労働者派遣事業の
対象であつた常用労働者であつて、報告期間中に港湾労働者派遣事業の対象でなくなつたものの数を記入してください。 

 12 「就労延日数」 
   この欄には①から⑤までの労働者の区分ごとに、それぞれの労働者が報告期間中に港湾運送の業務に就労した延日数を記入

してください。なお、④の( )内には、公共職業安定所の紹介によらないで雇い入れた日雇労働者について内数で記入してく
ださい。また、①の常用労働者については、自己の指揮命令の下港湾運送の業務に就労した延日数を、⑤の派遣対象労働者に
ついては、他の事業主の指揮命令の下港湾運送の業務に就労した延日数を記入してください。 

 13 「船内作業」、「はしけ作業」、「沿岸作業」、「いかだ作業」、「船舶貨物整備作業」及び「倉庫作業」 
  (1) 「船内作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する港湾労働法

施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行
うものに限る。）をいいます。 

  (2) 「はしけ作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為をいいます。 
  (3) 「沿岸作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する港湾労働法 

施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の事業主が行 
うものに限る。）をいいます。 

  (4) 「いかだ作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為をいいます。 
  (5) 「船舶貨物整備作業」とは、港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続

する同令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（同令第２条第１号及び第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うも
のに限る。）をいいます。 

  (6) 「倉庫作業」とは、港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業
のうち港湾労働法施行令第２条第３号に規定する港湾倉庫に係るものを営む者が行うものに限る。）をいいます。 

 14 「教育訓練の実施状況」 
   この欄には、①、②及び④の労働者に対し港湾運送の業務について報告期間中に実施した教育訓練の状況を記入してくださ

い。 
 15 「備考」 
   上記第１の２の記載その他特に公共職業安定所に連絡すべき事項を記入してください。 
 16 「その他」 
   事業主が法人である場合はその主たる事務所の所在地、法人の名称及び代表者氏名を記入してください。 
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（日本産業規格Ａ列４）
※ 許　可　番　号

許　　　　　　可

年月日

許可有効期間更新

許　　　　　　可
許可有効期間更新

〒　（　　　　　　　　　　）

３法人にあっては、その役員の氏名、役員及び住所

役　名 住　所

〒　（　　　　　　　　　　）

派遣事業対象業務の種類 港湾名

　精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者及びその氏名

備考

第12条第１項

第17条第２項

年　　　月　　　　日

申請者

９ 港湾労働法第13条第３号及び同法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
 保護等に関する法律第36条の厚生労働省令で定める基準に関する事項（該当がある場合のみ記載）

許可有効期間更新

厚　生　労　働　大　臣　殿

10許可年月日 年　　　　月　　　　日 11許可番号
12事業開始予定年月日 年　　　　月　　　　日

許　　　　　　可
の規定により上記のとおり を申請します。港湾労働法

　申請者（法人にあっては役員を含む。以下同じ。）（申請者が未成年の場合、その法定代理人）は、港湾労働法第13条各号（個人に
あっては第１号から第６号まで）のいずれにも該当せず、同法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第36条の規定により選任する派遣元責任者は、未成年者に該当せず、港湾労働法第13条第１
号、第２号、第４号及び第５号のいずれにも該当しないこと及び港湾労働法施行規則第23条第２項で読み替えて適用する労働者派遣事
業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則第29条の２第１号に規定する基準に適合することを誓約します。

１ 申　請　者
（申請者が未成年の場合、
その法定代理人を含む。）

２ 役 員
（法人のみ。役員が未成年の場合、

その法定代理人を含む。）

８派遣元責任者の氏名、職名及び住所
（ふりがな）
氏名 住所職名

港湾名 港湾運送事業の種類
６港湾ごとの派遣事業対象業務の種類 ７港湾ごとの自らが営んでいる港湾運送事業の種類

（ふりがな）

４事業所の名称

　　　　　　　　（　　　　　）　　　　　－
５事業所の所在地

 申請書

※ 年　　月　　日

様式第６号（第１面）

　　　　　  港湾労働者派遣事業　　　　　　　

（ふりがな）
氏　名
代
表
者

（ふりがな）

１氏名又は名称

２住　所
　　　　　　　　（　　　　　）　　　　　－

３ 派遣元責任者

氏　名（ふりがな） 氏　名（ふりがな） 氏　名（ふりがな）
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様式第６号（第２面） （日本産業規格Ａ列４）

記載要領

１ ※印欄には、記載しないで下さい。

２ 許可を申請するときは、表題中及び表面下方の「許可有効期間更新」の文字並びに表面下方の

「第17条第２項」の文字を抹消して下さい。この場合には、９欄及び10欄には記載しないで下さい。

３ 許可の有効期間の更新を申請するときは、表題中及び表面下方の「許可」の文字並びに表面下方

の「第12条第１項」の文字を抹消して下さい。この場合には、11欄には記載しないで下さい。

４ 許可の有効期間の更新を申請するときは、３欄には記載しないで下さい。

５ 表面下方の申請者欄には、氏名（法人にあつてはその名称及び代表者の氏名）を記載して下さい。

６ 港湾労働法施行規則第11条第５項又は第16条第５項の規定により添付書類を省略するときは、備

考欄にその旨を記載して下さい。

７ 港湾労働法施行規則第11条第６項の規定により添付書類を省略するときは、備考欄にその旨並び

に選任する派遣元責任者が現在派遣元責任者として選任されている事業所の名称及び許可番号並び

に当該事業所の派遣元責任者として選任された年月日を記載して下さい。

８ 「６港湾ごとの派遣事業対象業務の種類」の欄には、労働者派遣により港湾労働者派遣事業の派

遣労働者に従事させる港湾運送の業務の種類を、「船内作業」、「はしけ作業」、「沿岸作業」、「いか

だ作業」、「船舶貨物整備作業」、「倉庫作業」及び「港湾荷役作業」の区分に従つて、港湾ごとに記

載して下さい。

船 内 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後

続する港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（港湾運送事業法

第２条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。）

は し け 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為

沿 岸 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後

続する港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（港湾運送事業法

第２条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。）

い か だ 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為

船舶貨物整備作業：港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若し

くは後続する同令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（同令第２条第１号及び

第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。）

倉 庫 作 業：港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（倉庫業法第２条第２項

に規定する倉庫業のうち港湾労働法施行令第２条第３号に規定する港湾倉庫に係

るものを営む者が行うものに限る。）

港湾荷役作業：船内作業及び沿岸作業

９ 「７自らが営んでいる港湾運送事業の種類」の欄には、自らが営んでいる港湾運送事業の種類を、

「船内荷役事業」、「はしけ運送事業」、「沿岸荷役事業」、「いかだ運送事業」、「船舶貨物整備事業」、

「倉庫荷役事業」及び「港湾荷役事業」の区分に従つて、港湾ごとに記載して下さい。

船内荷役事業：船内作業を行う事業

はしけ運送事業：はしけ作業を行う事業

沿岸荷役事業：沿岸作業を行う事業

いかだ運送事業：いかだ作業を行う事業

船舶貨物整備事業：船舶貨物整備作業を行う事業

倉庫荷役事業：倉庫作業を行う事業

港湾荷役事業：港湾荷役作業を行う事業
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様式第６号（第３面） （日本産業規格Ａ列４）

10 ８欄には、申請者(申請者が未成年の場合、その法定代理人)、役員（法人の場合のみ。役員が未

成年者である場合、当該役員の法定代理人）及び第36条の規定により選任する派遣元責任者がそれ

ぞれ精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者

である場合には、該当するものの番号を全て○で囲み、並びに該当する全ての者の氏名を記載する

こと。また、該当する全ての者についてそれぞれの精神の機能の障害に関する医師の診断書を添付

すること。

11 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載して添付して下さい。
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様
式
第
７
号
（
第
１
１
条
第
３
項
、
第
１
６
条
第
２
項
及
び
第
１
７
条
第
２
項
関
係
）

様式第７号(第11条第３項、第16条第２項及び第17条第２項関係) 

港 湾 運 送 事 業 実 績 報 告 書 

(  年  月  日から  年  月  日まで) 

  

  

取 扱 貨 物 量 

  

船 内 荷 役

事 業 

はしけ運送

事 業 

沿 岸 荷 役

事 業 

いかだ運送

事 業 

船 舶 貨 物

整 備 事 業 

倉 庫 荷 役

事 業 

年 月 トン トン トン トン トン トン 

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

 １ 港湾労働法第12条第３項及び港湾労働法施行規則第11条第３項の規定により上記

のとおり報告します。 

 ２ 港湾労働法第17条第５項において準用する同法第12条第３項及び港湾労働法施行

規則第16条第２項の規定により上記のとおり報告します。 

 ３ 港湾労働法第18条第２項において準用する同法第12条第３項及び港湾労働法施行

規則第17条第２項の規定により上記のとおり報告します。 

        年    月    日 

申請者            

        厚生労働大臣 殿 

  備考 

   イ 取扱貨物量は、港湾運送事業法施行規則第11条の６に規定する算出方法により

算出し、小数点以下を４捨５入して、整数で記入して下さい。 

   ロ 「船内荷役事業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又は

これに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲

げる行為(港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の事業主

が行うものに限る｡)を行う事業をいいます。 

   ハ 「はしけ運送事業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為を

行う事業をいいます。 

   ニ 「沿岸荷役事業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又は

これに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲

げる行為(港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の事業主

が行うものに限る｡)を行う事業をいいます。 

   ホ 「いかだ運送事業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為を

行う事業をいいます。 

   ヘ 「船舶貨物整備事業」とは、港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げ

る行為又はこれに先行し、若しくは後続する同令第２条第３号及び第４号に掲げ

る行為(同令第２条第１号及び第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うも

のに限る。)を行う事業をいいます。 

   ト 「倉庫荷役事業」とは、港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行

為(倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業のうち港湾労働法施行令第２条第３

号に規定する港湾倉庫に係るものを営む者が行うものに限る。)を行う事業をい

います。 

   チ 港湾労働者派遣事業許可申請書に添付する場合は、上記２及び３の全文を抹消

して下さい。 

   リ 港湾労働者派遣事業許可有効期間更新申請書に添付する場合は、上記１及び３

の全文を抹消して下さい。 

   ヌ 派遣事業対象業務変更許可申請書に添付する場合は、上記１及び２の全文を抹

消して下さい。 

   ル 事業主が法人である場合はその主たる事務所の所在地、法人の名称及び代表者

氏名を記入して下さい。 

(日本産業規格Ａ列４)  
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様
式
第
８
号
（
第
１
１
条
第
４
項
、
第
１
６
条
第
３
項
及
び
第
１
７
条
第
３
項
関
係
）
（
第
１
面
）

様式第8号(第11条第4項、第16条第3項及び第17条第3項関係)(第1面) 

港 湾 労 働 者 派 遣 事 業 計 画 書 

1 計画対象期間               年  月  日から  年  月  日まで 

2 派遣労働者に関する事項 

 
派遣労働者が主として

従事する業務 
船 内 作 業 はしけ作業 沿 岸 作 業 いかだ作業 

船 舶 貨 物

整 備 作 業 
倉 庫 作 業 

港 湾 荷 役

作 業 
合 計 

 

① 派遣労働者の数 人 人 人 人 人 人 人 人 

② 平均的な1人1日当

たりの賃金 円 円 円 円 円 円 円 
  

3 労働者派遣計画 

 派遣労働者が主とし

て従事する業務 
船 内 作 業 は し け 作 業 沿 岸 作 業 い か だ 作 業 

船 舶 貨 物

整 備 作 業 
倉 庫 作 業 港湾荷役作業 

 

① 平均的な1人1日

(8時間)当たりの

派遣料金 円 円 円 円 円 円 円 

② 平均的な1人1月

当たりの派遣日数 
日 日 日 日 日 日 日 

③ 指揮命令の系統 
  

④ 派遣元責任者の

職務代行者の氏名 

  

  

(日本産業規格A列4) 
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様
式
第
８
号
（
第
１
１
条
第
４
項
、
第
１
６
条
第
３
項
及
び
第
１
７
条
第
３
項
関
係
）
（
第
２
面
）
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様
式
第
８
号
（
第
１
１
条
第
４
項
、
第
１
６
条
第
３
項
及
び
第
１
７
条
第
３
項
関
係
）
（
第
３
面
） 
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様
式
第
９
号
（
第
１
３
条
関
係
）

様式第9号(第13条関係) 

許可番号 

許可年月日        年  月  日 

港湾労働者派遣事業許可証 

氏名又は名称 

事業所の名称 

事業所の所在地 

派遣事業対象業務の種類 

有効期間          年  月  日から 

              年  月  日まで 

 港湾労働法第12条第1項の許可を受けて港湾労働者派遣事業を行う者であることを証明

する。 

  年  月  日 

  厚生労働大臣 

(日本産業規格A列4) 
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様
式
第
１
０
号
（
第
１
面
）

様式第10号（第１面）

　再　交　付
　※ 年月日
　書　　　換

〒　（　　　　　　　　　　）

変更に係る事項 変更年月日
　　（ふりがな）
①　氏名又は名称

（　　）　－
　　（ふりがな）

③　法人にあって
　　は、その代表
　　者の氏名

（ふりがな） （ふりがな）

氏名 氏名

住所 住所

　　（ふりがな）
⑤　事業所の名称

（　　）　－
⑦　港湾ごとの派
　　遣事業対象業
　　務の種類

年　　月　　日

⑧　港湾ごとの自
　　らが営んでい
　　る港湾運送事
　　業の種類

年　　月　　日

（ふりがな） （ふりがな）

氏名 氏名
住所 住所

１　許　可　番　号

３　氏名又は名称
　　（ふりがな）

２　許　可　年　月　日 年　　月　　日

　　（ふりがな）
４　法人にあっては、
　　その代表者の氏名

５　事業所の名称
　　（ふりがな）

②　住　所
〒（　　　　）

（　　　　　　）　　　　－

〒（　　　　）

（　　）　－
年　　月　　日

年　　月　　日

６　事業所の所在地

７　変更の内容
変　更　後 変　更　前

④　法人にあって
　　は、その役員
　　に氏名及び住
　　所

⑨　派遣元責任者
　　の氏名及び住
　　所

⑥　事業所の所在
　　地

〒（　　　　） 〒（　　　　）

（　　）　－　　　　

港湾労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書
港 湾 労 働 者 派 遣 事 業 変 更 届 出 書
許 可 証 再 交 付 申 請 書

年　　月　　日

（日本産業規格Ａ列４）

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

８　港湾労働法第13条第３号及び同法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業
　の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第36条の厚生労働省令で定める基
　準に関する事項（該当がある場合のみ記載）

　精神の機能の障害による認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある
　者及びその氏名

１　役　員
（法人のみ。役員が未成年の場合、

その法定代理人を含む。）
２　派遣元責任者

氏　名（ふりがな） 氏　名（ふりがな）
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様
式
第
１
０
号
（
第
２
面
）

様式第10号（第２面）

９　再交付を申請する理由

① ③
事　業　所　の　名　称
②
　　許　可　番　号

備　　　　　　考

年　　月　　日
　　申請者
　　届出者

                                                   （日本産業規格Ａ列４）

10　他の事業所における港湾労働者派遣事業の実施の状況

　　事　業　所　の　所　在　地

　１　港湾労働法第15条第３項の規定により上記のとおり許可証の再交付を申請します。
　２　港湾労働法第18条第３項又は第19条第１項の規定により上記のとおり届けます。
　３　港湾労働法第18条第４項（第19条第２項において準用する場合を含む。）の規定により上記の

　　

　　　　　　　厚　生　労　働　大　臣　殿

　　とおり許可証の書換えを申請します。
　４　届出者（法人にあつては役員を含む。）（届出者又は役員が未成年である場合、その法定代理
　　人）は、港湾労働法第13条各号（個人にあつては第１号から第６号まで）のいずれにも該当しな

　５　港湾労働法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
　　遣労働者の保護等に関する法律第36条の規定により選任する派遣元責任者は、未成年者でないこ

　　ます。

　　いことを誓約します。

　　と、港湾労働法第13条第１号、第２号、第４号及び第５号のいずれにも該当しないこと及び港湾
　　労働法施行規則第23条第２項で読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣
　　労働者の保護等に関する法律施行規則第29条の２第１号に規定する基準に適合することを誓約し
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様
式
第
１
０
号
（
第
３
面
）

様式第10号（第３面）

記載要領

１ ※印欄には、記載しないで下さい。

２ 許可証の再交付を申請するときの記載方法

⑴ 表題「港湾労働者派遣事業変更届出書」及び「港湾労働者派遣事業変更届出書及び許

可証書換申請書」並びに第２面下方の２から５までの全文並びに「届出者」の文字を抹

消して下さい。

⑵ ７欄及び９欄には記載しないで下さい。

３ 港湾労働者派遣事業において、７欄の②、③、④、⑧又は⑨の事項に係る変更の届出を

しようとする場合の記載方法

⑴ 表題「許可証再交付申請書」及び「港湾労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申

請書」並びに第２面下方１及び３の全文並びに「申請者」の文字を抹消して下さい。ま

た、７欄の③又は④の氏名に係る変更の届出をしようとする場合を除き、第２面下方の

４の全文を、７欄の⑨の氏名に係る変更の届出をしようとする場合を除き、第２面下方

の５の全文を抹消して下さい。

⑵ ７欄には、変更に係る事項のみを記載して下さい。

⑶ ８欄には記載しないで下さい。

⑷ ７欄の④又は⑨に係る変更の届出をしようとする場合には、９欄には記載しないで下

さい。

４ 港湾労働者派遣事業において、７欄の①、⑤、⑥又は⑦の事項に係る変更の届出及び許可

証の書換えの申請をしようとする場合の記載方法

⑴ 表題「許可証再交付申請書」及び「港湾労働者派遣事業変更届出書」並びに第２面下

方１、４及び５の全文を抹消して下さい。

⑵ ７欄には、変更に係る事項のみを記載して下さい。

⑶ ９欄には記載しないで下さい。

⑷ ７欄の⑤又は⑥の事項に係る変更の届出をしようとする場合には、10欄には記載しな

いで下さい。

５ ８欄には、役員（役員が未成年者である場合、当該役員の法定代理人）及び港湾労働法第

23条で読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関

する法律第36条の規定により選任する派遣元責任者がそれぞれ精神の機能の障害により認

知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合には、該当す

るものの番号を全て○で囲み、並びに該当する全ての者の氏名を記載すること。また、該当

する全ての者についてそれぞれの精神の機能の障害に関する医師の診断書を添付して下さ

い。

６ 10欄には、当該事業所の事業主が他に港湾労働者派遣事業を行つている事業所について

記載して下さい。

７ 港湾労働法施行規則第18条第３項の規定により添付書類を省略する場合は、備考欄にそ

の旨並びに変更後の派遣元責任者が当該変更前に派遣元責任者として選任されていた事業

所の名称及び許可番号並びに当該事業所の派遣元責任者として選任された年月日を記載し

て下さい。
申請者

８ 第２面下方の 欄には、氏名（法人にあつてはその名称及び代表者の氏名）を記載

届出者

して下さい。

９ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載して添付して下さい。

（日本産業規格Ａ列４）
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様
式
第
１
１
号
（
表
面
）

様式第11号(表面) 

  
    ※ 変更許可年月日 年  月  日   

派 遣 事 業 対 象 業 務 変 更 許 可 申 請 書 

１ 許可番号   ２ 許 可 年 月 日 年  月  日 

  (ふりがな) 

３ 氏名又は名称 

  

  

４ 住 所 
〒(     ) 

(     )   ―    

  (ふりがな) 

５ 事業所の名称 

  

  

６ 事業所の所在地 
〒(     ) 

(     )   ―    

７ 港湾ごとの自らが営んでいる港湾運送事業の種類 

港湾名 港湾運送事業の種類 港湾名 港湾運送事業の種類 

        

８ 派遣元責任者の氏名、職名及び住所 

 (ふりがな) 
氏 名 職 名 住 所 
      
  

      
  

９ 港湾労働法第13条第３号及び同法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第36条の厚生労働省令で定める基準に関する事

項(該当がある場合のみ記載) 

  精神の機能の障害による認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者及

びその氏名 

１ 役 員 
   (法人のみ。役員が未成年の場合、

その法定代理人を含む。) 
２ 派遣元責任者 

氏 名(ふりがな) 氏 名(ふりがな) 
    

    

10 港湾ごとの派遣事業対象業務の種類(変更前) 11 港湾ごとの派遣事業対象業務の種類(変更後) 

港湾名 派遣事業対象業務の種類 港湾名 派遣事業対象業務の種類 

        

        

        

12 派遣事業対象業務の種類の変更予定年月日 年   月   日 

 港湾労働法第18条第１項の規定により上記のとおり派遣事業対象業務の種類の変更の許可を申請します。 

  申請者(法人にあっては役員を含む。以下同じ。)(申請者が未成年の場合は、その法定代理人)は、港湾

労働法第13条各号(個人にあっては第１号から第６号まで)のいずれにも該当せず、同法第23条の規定に

より読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第36

条の規定により選任する派遣元責任者は、未成年者に該当せず、かつ、港湾労働法第13条第１号、第２号、

第４号及び第５号のいずれにも該当しないこと及び港湾労働法施行規則第23条第2項で読み替えて適用す

る労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則第29条の２第１号

に規定する基準に適合することを誓約します。 

年  月  日                    

申請者                   

厚 生 労 働 大 臣 殿             

(日本産業規格Ａ列４)  
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様
式
第
１
１
号
（
裏
面
）

様式第11号（裏面）

記載要領

１ ※印欄には、記載しないこと。

２ 表面下方の申請者欄には、氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）を記載し

て下さい。

３ 「７港湾ごとの自らが営んでいる港湾運送事業の種類」の欄には、自らが営んでいる港

湾運送事業の種類を、「船内荷役作業」、「はしけ運送事業」、「沿岸荷役事業」、「いかだ運

送事業」、「船舶貨物整備事業」、「倉庫荷役事業」及び「港湾荷役事業」の区分に従って、

港湾ごとに記載して下さい。

船 内 荷 役 事 業：船内作業を行う事業

はしけ運送事業：はしけ作業を行う事業

沿 岸 荷 役 事 業：沿岸作業を行う事業

いかだ運送事業：いかだ作業を行う事業

船舶貨物整備事業：船舶貨物整備作業を行う事業

港 湾 荷 役 事 業：港湾荷役作業を行う事業

船 内 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又はこれに先行し、

若しくは後続する港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる

行為（港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の

事業主が行うものに限る。）

は し け 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為

沿 岸 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又はこれに先行し、

若しくは後続する港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる

行為（港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の

事業主が行うものに限る。）

い か だ 作 業：港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為

船舶貨物整備作業：港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げる行為又はこれに先

行し、若しくは後続する同令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（同

令第２条第１号及び第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うも

のに限る。）

倉 庫 作 業：港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為（倉庫業法第

２条第２項に規定する倉庫業のうち港湾労働法施行令第２条第３号に

規定する港湾倉庫に係るものを営む者が行うものに限る。）

港 湾 荷 役 作 業：船内作業及び沿岸作業

４ ９欄には、役員（法人の場合のみ。役員が未成年者である場合、当該役員の法定代理人）

及び港湾労働法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律第36条の規定により選任する派遣元責任者がそれぞれ

精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある

者である場合には、該当するものの番号を全て○で囲み、並びに該当する全ての者の氏名を

記載すること。また、該当する全ての者についてそれぞれの精神の機能の障害に関する医師

の診断書を添付すること。
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５ 「10港湾ごとの派遣事業対象業務の種類（変更前）」の欄及び「11港湾ごとの派遣事業対

象業務の種類（変更後）」の欄には、労働者派遣により港湾労働者派遣事業の派遣労働者に

従事させる港湾運送の業務の種類を、「船内作業」、「はしけ作業」、「沿岸作業」、「いかだ作

業」、「船舶貨物整備作業」、「倉庫作業」及び「港湾荷役作業」の区分に従って、港湾ごと

に記載して下さい。

６ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載して添付して下さい。

（日本産業規格Ａ列４）
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様
式
第
１
２
号
（
第
１
９
条
関
係
）

様式第12号(第19条関係) 

港湾労働者派遣事業廃止届出書 

  
１ 許 可 番 号   ２ 許可年月日 年  月  日 

  

３ 
(ふりがな) 

氏 名 又 は 名 称 

  

  

４ 

(ふりがな) 

法人にあっては、その代表

者の氏名 

  

  

 

５ 

(ふりがな) 

事 業 所 の 名 称 

  

  

６ 事 業 所 の 所 在 地 

〒(  ) 

 

(  )  ―   

７ 廃 止 年 月 日 年  月  日 

備考   

  港湾労働法第20条第１項の規定により上記のとおり届けます。 

年  月  日              

届出者         

厚生労働大臣殿              

注： 届出者欄には、氏名(法人にあつてはその名称及び代表者の氏名)を記載すること。 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様
式
第
１
３
号
（
第
１
面
）

様式第13号（第１面）

①許可番号

 （ふりがな）

 （ふりがな）

（ふりがな）

⑤事業所の名称

〒　（　　　　）

備 考

合 計

事する業務 作　業

人 人 人

人 人 人

円 円

円 円

人 人

③氏名又は名称

④法人にあつては、
　その代表者の氏名

派遣労働者が主として従 船 内 作 業

人

（日本産業規格A列４）

　うち協定対象派遣労働者の
　平均的１人１日当たり賃金 円 円 円 円 円

港 湾 荷 役

①　派遣労働者の数
人

⑥事業所の所在地

人

はしけ作業 沿 岸 作 業

港 湾 労 働 者 派 遣 事 業 報 告 書

いかだ作業 船 舶 貨 物
整 備 作 業

倉 庫 作 業

年　　月　　日から

年　　月　　日まで
報告対象期間　　　　

②許可年月日 年　　　月　　　日　　

（　　　）　　－　　

１　派遣労働者雇用等実績

円 円

　うち協定対象派遣労働者の数

②　平均的１人１日
　当たり賃金 円 円 円

人 人 人 人 人
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様
式
第
１
３
号
（
第
２
面
）

様式第13号（第２面）

合 計

事する業務 作　業

件 件 件

円 円

日 日

印

により上記のとおり事業報告を提出します。

年　　月　　日

日日

（日本産業規格A列４）

厚 生 労 働 大 臣 殿

④　港湾労働者派遣事業
　に係る売上高

提　出　者

円

　港湾労働法第23条の規定により適用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第23条第１項の規定

円

日日日

③　平均的な１人１月
　当たりの派遣日数

②　平均的１人１日（８
　時間）の派遣料金 円 円 円 円

港 湾 荷 役

①　労働者派遣の役務の
　提供を受けた者の数 件 件 件 件 件

倉 庫 作 業
２　労働者派遣等実績
派遣労働者が主として従 船 内 作 業 はしけ作業 沿 岸 作 業 いかだ作業 船 舶 貨 物

整 備 作 業
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様
式
第
１
３
号
（
第
３
面
）

様式第13号(第３面) 

記載要領 

１ 報告対象期間は、事業年度の開始の日(事業を事業年度の途中で開始した場合にあっては当該事業の開始の日)及び当該事業年度の終了の

日を記載してください。 

２ 港湾労働法第23条の規定により適用される労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則第17条第２

項の規定により収支決算書又は貸借対照表及び損益計算書を提出しない場合は、備考欄にその旨を記載してください。 

３ １の①欄の「派遣労働者の数」には、報告対象期間において、港湾労働法第12条第１項の許可を受けて行っている港湾労働者派遣事業に

係る派遣労働者として雇用した１日当たりの平均数を、当該派遣労働者が主として従事する業務ごとに記載してください。また、同欄の「う

ち協定対象派遣労働者の数」には、当該派遣労働者のうち港湾労働法第23条の規定により読み替えて適用する労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第30条の５に規定する協定対象派遣労働者(以下「協定対象派遣労働者」という。)として雇用

した１日当たりの平均数を、協定対象派遣労働者が主として従事する業務ごとに記載してください。 

  なお、「港湾荷役作業」に主として従事する労働者として計上した労働者については、「船内作業」に主として従事する労働者又は「沿

岸作業」に主として従事する労働者として改めて計上しないでください。 

  イ 「船内作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２条

第３号及び第４号に掲げる行為(港湾運送事業法第２条第１項第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。)をいいます。 

  ロ 「はしけ作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第３号に掲げる行為をいいます。 

  ハ 「沿岸作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する港湾労働法施行令第２条

第３号及び第４号に掲げる行為(港湾運送事業法第２条第１項第４号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。)をいいます。 

  ニ 「いかだ作業」とは、港湾運送事業法第２条第１項第５号に掲げる行為をいいます。 

  ホ 「船舶貨物整備作業」とは、港湾労働法施行令第２条第１号及び第２号に掲げる行為又はこれに先行し、若しくは後続する同令第２

条第３号及び第４号に掲げる行為(同令第２条第１号及び第２号に掲げる行為を行う事業の事業主が行うものに限る。)をいいます。 

  ヘ 「倉庫作業」とは、港湾労働法施行令第２条第３号及び第４号に掲げる行為(倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業のうち港湾労働

法施行令第２条第３号に規定する港湾倉庫に係るものを営む者が行うものに限る。)をいいます。 

  ト 「港湾荷役作業」とは、船内作業及び沿岸作業をいいます。 

４ １の②の欄の「平均的１人１日当たり賃金」には、報告対象期間においてそれぞれの派遣労働者に対して支払った賃金(労働基準法第11

条に規定する賃金をいう。以下同じ。)の総額を報告対象期間において当該それぞれの派遣労働者が在籍していた日数の総数で除した金額を

記載してください。また、同欄の「うち協定対象派遣労働者の平均的１人１日当たり賃金」には、当該労働者のうち協定対象派遣労働者に

対して支払った賃金の総額を、報告対象期間において当該それぞれの協定対象派遣労働者が在籍していた日数の総数で除した金額を記載し

てください。 

５ ２の①欄には、報告対象期間において労働者派遣の役務の提供を受けた者(企業の場合は事業所単位)の実数を記載してください。 

６ 第２面下方の提出者欄には、氏名(法人にあってはその名称及び代表者の氏名)を記載してください。 

７ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載して添付してください。 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様
式
第
１
４
号
（
第
２
３
条
第
１
項
関
係
）
（
表
面
）

様式第14号(第23条第１項関係)(表面) 

港湾労働者派遣事業収支決算書 

決算対象期間   
年  月  日から 

年  月  日まで 

  

  １ 許 可 番 号   ２ 許可年月日 年  月  日   

 (ふりがな) 

３ 氏 名 又 は 名 称 

  

  

 (ふりがな) 

４ 事 業 所 の 名 称 

  

  

５ 事 業 所の 所在 地 

〒(   ) 

 

(   )   ―    

６ 収 支 の 状 況 

科 目 金 額(円) 適 要 

売上高 

費 用 

 売上原価 

 事業費 

  水道光熱費 

  旅費交通費 

  通信費 

  広告宣伝費 

  修繕費 

  消耗品費 

  減価償却費 

  福利厚生費 

  給料賃金 

  利子割引料 

  地代家賃 

  貸倒金 

  租税公課 

  その他 

    

 事業所得金額     

備考   

 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第23条第1項

の規定により上記のとおり収支決算書を提出します。 

              年  月  日 

提出者          

              厚生労働大臣 殿 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様
式
第
１
４
号
（
第
２
３
条
第
１
項
関
係
）
（
裏
面
）

様式第14号(第23条第１項関係)(裏面) 

 記載要領 

 １ この収支決算書は、賃借対照表及び損益計算書を提出しない場合のみ提出して下さ

い。 

 ２ 決算対象期間は、事業年度の開始の日及び当該事業年度の終了の日を記載して下さ

い。 

 ３ ６欄には事業主が営んでいる港湾運送事業に係る収支の状況と併せて記載しても

差し支えありません。 

 ４ 表面下方の提出者欄には、氏名(法人にあつてはその名称及び代表者の氏名)を記載

して下さい。 

 ５ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載して添付して下さい。 

(日本産業規格Ａ列４) 
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様
式
第
１
５
号
（
第
２
３
条
関
係
）
（
表
面
）
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１
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（
裏
面
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式
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１
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（
第
４
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条
第
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係
）
（
表
面
）

 

46



様
式
第
１
６
号
（
裏
面
）

 

47


